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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期は当期純損失が計上されておりますので、潜在株式調整後１株当たり当期純利益および株価

収益率については記載しておりません。 

３ 平成18年３月期および平成19年３月期は潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては記載しておりません。 

４ 連結財務諸表の百万円単位未満の端数を従来は切り捨てで表示しておりましたが、平成16年３月期より四捨

五入により表示しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 76,609 82,716 113,686 112,222 116,338

経常利益 (百万円) 537 3,605 8,941 12,661 11,665

当期純利益又は 
純損失(△)

(百万円) △1,084 938 3,694 4,755 3,281

純資産額 (百万円) 52,919 52,852 70,220 76,687 81,422

総資産額 (百万円) 107,578 111,717 130,056 126,604 134,050

１株当たり純資産額 (円) 943.51 941.98 893.41 976.03 1,011.20

１株当たり当期純利益 
又は純損失(△)

(円) △19.36 16.12 46.75 59.73 41.96

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 15.74 46.34 ― ―

自己資本比率 (％) 49.2 47.3 54.0 60.6 58.8

自己資本利益率 (％) △2.05 1.77 5.26 6.47 4.15

株価収益率 (倍) ― 99.50 54.01 59.43 62.92

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,856 11,757 12,919 15,902 12,860

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,938 △604 △1,478 △5,663 △5,201

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,134 △6,868 △12,779 △10,566 △3,803

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 6,233 10,603 10,460 10,557 14,650

従業員数 (名) 5,767 6,111 7,387 6,080 4,920



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成15年３月期は当期純損失が計上されておりますので、潜在株式調整後１株当たり当期純利益および株価

収益率については記載しておりません。 

３ 平成18年３月期および平成19年３月期は潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては記載しておりません。 

４ 財務諸表の百万円単位未満の端数を従来は切り捨てで表示しておりましたが、平成16年３月期より四捨五入

により表示しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 64,829 67,612 86,049 78,695 78,297

経常利益 (百万円) 215 3,364 6,261 8,299 6,466

当期純利益又は 
純損失(△)

(百万円) △300 1,281 1,040 4,015 908

資本金 (百万円) 26,741 26,742 27,698 27,698 27,698

発行済株式総数 (千株) 56,135 56,135 78,652 78,652 78,652

純資産額 (百万円) 55,028 56,124 70,534 74,077 73,059

総資産額 (百万円) 101,931 107,581 116,212 109,644 106,688

１株当たり純資産額 (円) 981.14 1,000.42 897.60 942.96 936.68

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

2.00 
(0.00)

7.00
(3.50)

7.00
(3.50)

7.00 
(3.50)

8.50
(5.00)

１株当たり当期純利益 
又は純損失(△)

(円) △5.36 22.30 12.75 50.50 11.61

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― 21.76 12.64 ― ―

自己資本比率 (％) 54.0 52.2 60.7 67.6 68.5

自己資本利益率 (％) △0.54 2.28 1.47 5.55 1.23

株価収益率 (倍) ― 71.93 198.04 70.30 227.39

配当性向 (％) ― 30.7 52.9 13.7 73.2

従業員数 (名) 901 813 1,041 983 940



２ 【沿革】 

年月 沿革

昭和38年１月 住友金属工業株式会社から分離独立し、住友特殊金属株式会社として設立。

40年６月 山崎工場を設置し、吹田工場より永久磁石、セラミックス部門を移設。

44年５月 株式額面変更のため合併(額面500円を50円に変更)。

45年４月 東京・大阪両証券取引所市場第２部に上場。

46年２月 東京・大阪両証券取引所市場第１部に指定替え。

47年２月 応用製品部門を設置し、応用機器および二次加工品の生産を統合。

48年６月 応用機器および二次加工品の販売のため、大阪市に住特通商株式会社（平成16年４月NEOMAX商事

株式会社に商号変更、現・連結子会社）を設立。

54年４月 希土類コバルト磁石増産のため、兵庫県に近畿住特電子株式会社(平成16年10月株式会社NEOMAX

近畿に商号変更、現・連結子会社)を設立。

54年７月 フェライト磁石用原料生産のため、茨城県に鹿島電子材料株式会社を設立。

56年12月 米国における当社製品の販売と技術サービスを行うため、米国にSumitomo Special Metals 

America,Inc.（平成16年４月NEOMAX America,Inc.に商号変更、現・連結子会社）を設立。

58年６月 鉄・ネオジウム磁石を発明、生産を開始。

60年10月 鉄・ネオジウム磁石の量産を近畿住特電子株式会社(現株式会社NEOMAX近畿、連結子会社)にて開

始。

63年８月 金属電子材加工品増産のため、鹿児島県に鹿児島住特電子株式会社(平成16年10月株式会社

NEOMAX鹿児島に商号変更、現・連結子会社)を設立。

63年11月 磁気ヘッドの加工組立のため、フィリピン国にSan Technology,Inc.(現・連結子会社)を設立。

平成６年４月 磁石応用製品の加工組立のため、シンガポール国にSumitomo Special Metals Singapore 

Pte.Ltd.(平成16年４月NEOMAX Singapore Pte.Ltd.に商号変更、現・連結子会社)を設立。

９年４月 鋳造磁石製造のため、大阪府に株式会社ジコー(現・連結子会社)を設立。

９年９月 国内フェライト磁石事業の強化のため、鹿島電子材料株式会社に同事業を統合、本社を佐賀県と

し、住特フェライト株式会社(平成16年10月株式会社NEOMAXフェライトに商号変更、現・連結子

会社)と改称。

10年４月 鉄・ネオジウム磁石増産のため、和歌山市に和歌山事業所を設置。

10年９月 磁石応用製品の加工組立のため、佐賀県に大町事業所を設置。

10年９月 フェライト磁石増産のため、タイ国にSumimagne  Thai  Co.,  Ltd.(平成16年10月NEOMAX 

(Thailand) Co., Ltd.に商号変更、現・連結子会社)を設立。

12年10月 磁石応用製品の加工組立のため、タイ国にSumimagne Thai Co., Ltd.(現NEOMAX (Thailand) 

Co., Ltd.、連結子会社)のアユタヤ工場を設置。

13年４月 中国広東地区での鉄・ネオジウム磁石生産管理および販売のため、中国・香港に香港住秀科技有

限公司(現・連結子会社)を設立。

13年９月 鉄・ネオジウム磁石増産のため、中国・広東省に東莞住秀電子有限公司(現・連結子会社)を設

立。

15年８月 住友金属工業株式会社の株式売却に伴い、日立金属株式会社および株式会社日立製作所の関連会

社となる。



 
  

年月 沿革

16年４月 日立金属株式会社の永久磁石事業を分社型吸収分割により承継。同時に分割に際し新たに普通株

式を発行し、そのすべてを日立金属株式会社に割当交付し同社および株式会社日立製作所の連結

子会社となる。また、商号を「株式会社ＮＥＯＭＡＸ」に変更。

16年６月 マグネット事業の強化のため、追加出資により持分法適用会社であった大韓民国の

Pacific Metals Co., Ltd.と中国のPacific Metals (Tianjin) Co., Ltd.を連結子会社とする。

16年10月 金属電子材事業を分社型新設分割により会社分割し、大阪府吹田市に株式会社NEOMAXマテリアル

を設立。

17年１月 フェライト磁石事業強化のため、インドネシア国にP.T. NX Indonesiaを設立。

19年１月 日立金属株式会社と合併契約書を締結。

19年３月 東京・大阪各証券取引所の株式上場を廃止。

19年４月 日立金属株式会社と合併し、資産、負債および権利義務の一切を同社に引継ぐ。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社26社および関連会社１社で構成されております。 

当社グループの主な事業内容は、マグネット、セラミックス、磁石応用製品および電子部品用の金属材

料の製造販売であり、各事業に関連する研究やその他のサービス等の事業活動も展開しております。 

  

当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業部門との関連は、次のとおりであります。 

 
上記の他、日立金属㈱（当社の親会社）にマグネット等の当社グループの製品を販売しております。 

区 分 主要製品および主要な関係会社

マグネット 

関連

（主要製品）

希土類磁石（（HEV、EPS、FA、エアコンコンプレッサ）モータ、コンピュータ周辺機器、携帯

電話、自動車用センサ、光記録用ピックアップアクチュエータ、エレベータ、スピーカ他用）

フェライト磁石（自動車用各種モータ、発電機、洗濯機、食器洗機、ポンプ、エアコンコンプ

レッサモータ他用）

鋳造・ボンド・圧延磁石（交換機リレー、（OA機器、電動工具）モータ、ワットアワーメー

タ、各種センサ他用）

その他磁石応用製品

ボイスコイルモータ（コンピュータ周辺機器、携帯音楽プレーヤ、ゲーム機、映像記録機器

他用）、マグロール（複写機用）、磁気回路（MRI（医療用磁気共鳴断層撮影装置）、リニアモ

ータ、半導体製造装置、液晶パネル製造装置、アンジュレータ他用）、自動車用センサ、磁選

機、搬送装置他

（主要な関係会社）

㈱NEOMAXフェライト、㈱NEOMAX近畿、NEOMAXエンジニアリング㈱、NEOMAX機工㈱、㈱サガテッ

ク、㈱ NEOMAX デ バ イ ス、P.T.  NX  Indonesia、San  Technology,Inc.、NEOMAX（Thailand） 

Co.,Ltd.、東莞住秀電子㈲、Pacific Metals Co., Ltd.他

セラミックス 

関連

（主要製品）

セラミックスウェハ（コンピュータ周辺機器、携帯音楽プレーヤ、ゲーム機、映像記録機器他

用）

ソフトフェライト（IH炊飯ジャー、IH調理器、電波暗室、VTR、電源他用）

金属電子材 

関連

（主要製品）

封着材料・加工品（携帯電話、コンピュータ周辺機器、ブラウン管、IC、水晶振動子他用）

バイメタル・クラッド（ブレーカ、サーモスタット、ボタン電池、太陽電池他用）

磁性材料・加工品（時計、オーディオ、VTR、漏電ブレーカ他用）

耐食材料他（二次電池、メガネ、装飾金具他用）

（主要な関係会社）

㈱NEOMAXマテリアル、㈱NEOMAX鹿児島

サービス他 （主要製品）

顧客に対する製品の販売と技術サービス他

（主要な関係会社）

NEOMAX商事㈱、NEOMAX Trading（Hong Kong）Ltd.、NEOMAX Trading（Shanghai）Co.,Ltd.、

㈱NEOMAXバリオ、NEOMAX America,Inc.、NEOMAX Singapore Pte. Ltd.他



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

(注) １：当社は平成19年４月１日に日立金属㈱と合併しております。 

 ２：㈱ジコーは、平成18年12月19日に清算結了しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所
資本金又
は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合

(％)
被所有

割合(％)

(親会社)

㈱日立製作所 
※３、５

東京都千代田区 282,033
電気機器の製造
および販売

―
94.2

(94.2)
当社製品の販売先

日立金属㈱ 
※３、12

東京都港区 26,284

高級金属製品、
電 子・情 報 部
品、自動車用高
級鋳物部品、設
備・建築部材の
製造および販売

― 94.2 当社製品の販売先

(連結子会社)

㈱NEOMAXマテリアル 大阪府吹田市 400
金属電子材製造
および販売

100.0 ―
同社製品の購入および資金融資 
役員の兼務等 兼任３名、出向２名

㈱NEOMAXフェライト 佐賀県武雄市 120 マグネット製造 100.0 ―
同社製品の購入および資金融資 
役員の兼務等 兼任４名、出向２名

㈱NEOMAX近畿 
※２

兵庫県養父市 400 マグネット製造 100.0 ―
同社製品の購入および資金融資 
役員の兼務等 兼任４名、転籍１名、
出向２名

㈱NEOMAX鹿児島 
※１、８

鹿児島県出水市 100 金属電子材製造
100.0
(100.0)

―
同社製品の購入および資金融資 
役員の兼務等 兼任３名、転籍２名、
出向２名

NEOMAX商事㈱ 
※２、４

大阪市中央区 320 商社 100.0 ―
同社製品の購入ならびに当社製品の販
売および素材売却 
役員の兼務等 兼任３名、転籍４名

NEOMAXエンジニアリング㈱ 大阪府吹田市 40 応用製品製造 100.0 ―
同社製品の購入
役員の兼務等 兼任３名、転籍４名

㈱ジコー 
※11

大阪府三島郡
島本町

20 マグネット製造 100.0 ― 同社製品の購入

㈱サガテック 
※１、９

佐賀県鹿島市 10 マグネット製造
100.0
(100.0)

―

同社へ資金融資ならびに㈱NEOMAX近畿
および㈱NEOMAXフェライト半製品の加
工委託 
役員の兼務等 兼任３名、出向２名

㈱NEOMAXバリオ
大阪府三島郡
島本町

20 サービス業務 100.0 ―
同社へ保安業務等の委託ならびに資金
融資 
役員の兼務等 兼任４名、出向１名

㈱NEOMAXデバイス 
※１

佐賀県 
杵島郡大町町

10

食品、磁石製品
販売および受託
による製造関連
業務

100.0 ―
当社への役務提供 
役員の兼務等 兼任３名、出向１名

NEOMAX機工㈱
群馬県多野郡
吉井町

410
マグネット、応
用製品製造およ
び販売

100.0 ―
同社製品の購入
役員の兼務等 兼任３名

㈱マグテック 埼玉県熊谷市 50
マグネット、応
用製品製造およ
び販売

100.0 ―
同社製品の購入
役員の兼務等 兼任４名

NEOMAX America,Inc.
米国 
イリノイ州

千US$

800
商社 100.0 ―

同社製品の購入ならびに当社製品の販
売 
役員の兼務等 兼任２名、出向１名

P.T. NEOMAX Indonesia
インドネシア
西ジャワ州

千US$

34,000
マグネット製造
および販売

100.0 ― ―

P.T. NX Indonesia
インドネシア
西ジャワ州

千US$

7,000
マグネット製造
および販売

80.0 ―
同社へ資金融資
役員の兼務等 兼任４名、出向１名

San Technology,Inc. 
※２

フィリピン 
カビテ州

百万ペソ

1,000
マグネット、応
用製品製造

100.0 ―
同社製品の購入
役員の兼務等 兼任２名、出向２名

NEOMAX Singapore Pte. Ltd. シンガポール
千S$

200
商社 100.0 ―

同社製品の購入ならびに当社製品の販
売 
役員の兼務等 兼任２名、出向２名

NEOMAX (Thailand) Co.,Ltd.
タイ 
パトゥムタニ県

百万バーツ

400

マグネット、応
用製品製造およ
び販売

100.0 ―
同社製品購入
役員の兼務等 兼任２名、出向１名



 
(注) ※１：議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合で内数であります。 

 ※２：特定子会社であります。 

 ※３：有価証券報告書の提出会社であります。 

 ※４：最近連結会計年度における連結財務諸表の売上高に占める当該連結子会社の売上高(連結内部売上高を除

く)の割合は10％を超えております。その主要な損益情報等は、次のとおりであります。 

 
 ※５：議決権の被所有割合の( )内の数字は、㈱日立製作所の子会社である日立金属㈱による間接所有割合(内

数)であります。 

 ※６：議決権の所有割合の( )内の数字は、Pacific Metals Co., Ltd.による間接所有割合(内数)でありま

す。 

 ※７：議決権の所有割合の( )内の数字は、NEOMAX商事㈱による間接所有割合(内数)であります。 

 ※８：議決権の所有割合の( )内の数字は、㈱NEOMAXマテリアルによる間接所有割合(内数)であります。 

 ※９：議決権の所有割合の( )内の数字は、NEOMAXエンジニアリング㈱による間接所有割合(内数)でありま

す。 

 ※10：議決権の所有割合の( )内の数字は、香港住秀科技㈲による間接所有割合(内数)であります。 

 ※11：㈱ジコーは、平成18年12月19日に清算結了しております。 

 ※12：当社は平成19年４月１日に日立金属㈱と合併しております。 

  

名称 住所
資本金又
は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合

(％)
被所有

割合(％)

香港住秀科技㈲ 中国・香港
百万HK$

30
マグネット販売 60.0 ―

同社製品の購入
役員の兼務等 兼任１名

東莞住秀電子㈲ 
※１、10

中国・広東省
千人民元

31,800
マグネット製造

60.0
(60.0)

―
香港住秀科技㈲への販売 
役員の兼務等 兼任１名

NEOMAX Trading 
(Hong Kong) Ltd. 
※１、７

中国・香港
百万HK$

1
商社

100.0
(100.0)

― 当社製品の販売

NEOMAX Trading 
(Shanghai) Co., Ltd. 
※１、７

中国・上海市
千人民元

1,655
商社

100.0
(100.0)

― 当社製品の販売

Luzon Magnetics,Inc.
フィリピン 
カビテ州

百万ペソ

65
マグネットの製
造および販売

100.0 ―
同社製品の購入
役員の兼務等 兼任４名

Pacific Metals Co., Ltd. 韓国・亀尾市
百万ウオン

15,000
マグネットの製
造および販売

67.0 ― 役員の兼務等 兼任６名

Pacific Metals  
(Tianjin) Co., Ltd. 
※１、６

中国・天津市
千人民元

3,476
マグネットの製
造および販売

67.0
(67.0)

― Pacific Metals Co., Ltd.半製品購入

NEOMAX Trading 
(Thailand) Co., Ltd. 
※１、７

タイ 
サムットプラカ
ン県

百万バーツ

4
商社

100.0
(100.0)

― 当社製品の販売

(持分法適用関連会社)

台全金属(股) 台湾・台北市
百万NT$

515
磁性材料の製造
および販売

32.5 ― 役員の兼務等 兼任３名

摘要 売上高 経常利益 当期純利益 純資産 総資産

金額(百万円) 40,396 292 146 1,729 18,360



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 当連結会計年度より事業部門の区分を変更し、従来の「その他部門」を「マグネット部門」に統合いたし

ました。 

３ 従業員数が当連結会計年度末までの１年間において、1,160名減少しております。その主な理由は、当連結

会計年度において実施いたしましたChip Inductor事業からの撤退等のリストラクチャリングにより、San 

Technology,Inc.において677名減少したことによります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社には、ネオマックス労働組合が組織されており、次の上部団体に加盟しております。 

  ① 日本労働組合総連合会 

  ② 日本基幹産業労働組合連合会 

なお、平成19年４月１日の日立金属㈱との合併により、ネオマックス労働組合は平成19年３月31日に

解散し、日立金属労働組合に組織統合すると同時に上記の団体を脱会しました。 

労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

事業の部門等の名称 従業員数(名)

マグネット部門 4,302

セラミックス部門 136

金属電子材部門 372

管理部門 110

合計 4,920

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

940 42.2 20.5 7,137



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における世界経済を顧みますと、米国においては、住宅市場の調整や設備投資の軟化といった要

因にもかかわらず、個人消費や好調な輸出に支えられ、堅調に推移しました。欧州においては、好調な企業部門に

家計部門も牽引され、景気の拡大傾向が続いています。アジアにおいては、ＩＴ・デジタル分野を中心に在庫調整

圧力の高まりが見られますが、中国においては、輸出、個人消費ともに堅調で、高い成長率を保っています。わが

国においても企業収益は好調に推移し、設備投資の伸びは高まっています。個人消費も弱含みではありますが期末

にかけて回復基調にあります。  

 こうした状況の中、当社グループの当連結会計年度の売上高は1,163億38百万円（前年同期比3.7％の増収）とな

りました。セラミックス部門において前年度に実施したフロッピー用磁気ヘッド事業からの撤退により売上高が減

少したものの、マグネット部門および金属電子材部門において売上高が増加したことによります。  

 一方損益につきましては、マグネット部門や金属電子材部門における原材料価格高騰の影響などにより営業利益

は119億２百万円（前年同期比5.3％の減益）、経常利益は116億65百万円（前年同期比7.9％の減益）となりまし

た。  

 なお、特別損失として早期退職制度実施に伴う特別加算金14億49百万円、固定資産売廃却損10億99百万円、減損

損失９億５百万円、フェライト磁石事業の事業再構築等にかかる事業整理損失８億98百万円などを計上しましたの

で、当期純利益は32億81百万円（前年同期比31.0％の減益）となりました。  

  

売上高の部門別状況は、次のとおりであります。 

  

（マグネット部門） 

ネオマックス磁石は、自動車向けモータ用や工作機械・半導体製造設備向けサーボモータ用およびエアコン向け

コンプレッサモータ用などで需要が増加しました。一方、ＭＲＩ（医療用磁気共鳴断層撮影装置）は北米市場向け

の低迷などもあり大きく減少したほか、ＶＣＭもＨＤＤ業界の再編による主要顧客向けの落ち込みのため減少しま

した。フェライト磁石は、堅調な自動車用の受注に支えられおおむね順調に推移しました。この結果、マグネット

部門全体の売上高は916億59百万円となりました。なお、当連結会計年度より事業部門の区分を変更し、従来のその

他部門をマグネット部門に統合いたしました。当該組替を考慮した前年同期比は2.4％の増収となります。 

  

（セラミックス部門） 

ＭＲ・ＧＭＲ（磁気抵抗）ヘッド用セラミックスウェハは、ＨＤＤの需要は増加したものの磁気ヘッドの小型化

が進んだため、販売金額は若干前年実績を下回りました。加えて、前連結会計年度において不採算であったフロッ

ピー用磁気ヘッド事業から撤退いたしましたので、セラミックス部門全体の売上高は前年同期比12.7％減収の51億

65百万円となりました。 

  

（金属電子材部門） 

需要が総じて堅調に推移したことに加え、原料価格の高騰による販売価格調整の影響もあり、金属電子材部門全

体の売上高は前年同期比16.5％増収の195億14百万円となりました。 

  



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、売上高はセグメント間の内部売上高を含めた金額

です。 

  

① 日本 

売上高は、自動車向けモータ用や工作機械・半導体製造設備向けサーボモータ用などでマグネット部門の需要

が増加したことや金属電子材部門の受注が増加したこと等により、前年同期比2.9％増収の1,063億80百万円とな

りました。一方営業利益は、原材料価格の高騰などにより、前年同期比12億46百万円悪化の127億21百万円とな

りました。 

  

② アジア 

売上高は、マグネット部門の需要が増加したものの、Chip Inductor事業からの撤退等による売上高の減少等

により、前年同期比3.4％減収の368億11百万円となりました。営業利益は、ＶＣＭ等の好採算品の売上高の増加

により前年同期比２億22百万円好転の18億50百万円となりました。 

  

③ 北米 

売上高は、マグネットの需要が減少したこと等により、前年同期比6.1％減収の34億64百万円となりました。

営業利益は、前年同期比33百万円好転の72百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、早期退職特別加算金の支払や事業整理損失等の発生により税金等調整

前当期純利益が72億97百万円（前年同期は108億８百万円）と前年同期に比べ悪化しました。また、売上債権の

増加による資金の減少43億66百万円、法人税等の支払による資金の減少などあり、128億60百万円の収入（前年

同期は159億２百万円の収入）となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資の支出55億16百万円（前年同期は59億90百万円）などがあり

ましたので、52億１百万円の支出（前年同期は56億63百万円の支出）となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出39億82百万円、自己株式の取得11億28百

万円、配当金の支払７億14百万円などがありましたので、38億３百万円の支出（前年同期は105億66百万円の支

出）となりました。 

  

以上の結果、現金および現金同等物の期末残高は、前年同期末に比べ40億93百万円増加し、146億50百万円と

なりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

 当連結会計年度から事業部門区分を変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分を変更後
の区分に組み替えて行っております。 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売金額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

マグネット部門 86,899 ＋2.4

セラミックス部門 4,961 △15.8

金属電子材部門 19,540 ＋19.0

合計 111,400 ＋3.9

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

マグネット部門 85,661 △2.8 10,223 △9.1

セラミックス部門 5,244 △19.0 995 ＋11.9

金属電子材部門 19,761 ＋15.8 1,708 ＋16.9

合計 110,666 △0.9 12,926 △4.9

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

マグネット部門 91,659 ＋2.4

セラミックス部門 5,165 △12.7

金属電子材部門 19,514 ＋16.5

合計 116,338 ＋3.7



３ 【対処すべき課題】 

 当社は、平成19年４月１日を合併期日として日立金属株式会社と合併いたしましたので、合併存続会社（日立金

属株式会社）の第70期の有価証券報告書の当該事項に含めて記載しております。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社は、平成19年４月１日を合併期日として日立金属株式会社と合併いたしましたので、合併存続会社（日立金

属株式会社）の第70期の有価証券報告書の当該事項に含めて記載しております。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 当社は、平成19年４月１日を合併期日として日立金属株式会社と合併いたしました。 

 なお、合併の詳細等については、合併存続会社（日立金属株式会社）の第70期の有価証券報告書の「第５ [経理

の状況] １ [連結財務諸表等] および ２ [財務諸表等]の注記事項(重要な後発事象)」に記載のとおりであり

ます。 



６ 【研究開発活動】 

当社グループは電子機器用材料・部品メーカとして永久磁石・セラミックス・金属電子材料とその応用製品に関

する新製品・新技術の研究開発を行っております。 

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は、1,692百万円（売上高比1.5％）でありま

す。 

  

（主な研究開発） 

(1) マグネット部門 

①ネオマックス磁石では最大磁気エネルギー積474ｋＪ/㎥（59.5ＭＧＯｅ）の世界最高*の磁力を達成した基盤技

術を基に、高性能・高耐熱新材料の開発や省Ｄｙ化技術を進展させております。ハイブリッド自動車の駆動用モー

タやエアコン用コンプレッサモータなどの高性能化・高効率化などにつながると考えられます。（*当社調べ） 

②フェライト磁石では世界最高*の磁気特性を達成した12材の量産体制を整えました。自動車用モータや家電用モ

ータなどの小型化に寄与することが期待されます。（*当社調べ） 

③ネオマックス磁石の表面処理として耐環境性や耐磨耗性を向上させたアルミニウム合金膜を開発いたしました。

高い信頼性が得られることにより、自動車、ＦＡ、環境・エネルギー分野で使用されるモータなどへの応用展開を

進めてまいります。 

④等方性ボンド磁石用磁粉として、既存の希土類系磁石に比べ含有希土類濃度が1/2～2/3という組成的特徴と最高

レベルの高磁束密度を有するＳＰＲＡＸ－Ⅲを開発し、サンプル出荷を開始いたしました。 

⑤実験用小動物専用の小型ＭＲＩ装置として、1.5テスラ機を研究機関向けに販売を開始し好評を得ております。

磁気回路の磁場均一度向上や検出コイルの最適化および画像解析ソフトの改良が進み、新規用途への展開も期待さ

れています。 

  

(2) セラミックス部門 

①ＨＤＤ用高記録密度ヘッド対応材として、従来材の約半分の微細結晶組織を有し耐発塵性と信頼性に優れたＡｌ

２Ｏ３－ＴｉＣ材料を開発し、量産を開始いたしました。
 

②薄膜磁気ヘッド用Ａｌ２Ｏ３－ＴｉＣ基板のデバイス面側へのシリアルナンバーのマーキング方法として微小領

域に高位置決め精度で露光ができる新しいドライエッチング法を開発し、フェムトウエハー用基板として量産を開

始いたしました。従来の基板裏面側へのドライエッチング法によるマーキング方法と比較して、ヘッドの小型化へ

の対応が可能で、耐発塵性にも優れており、同業他社との差別化を図ってまいります。 

③ＳＯＳ（Si on Sapphire）用基板の超精密研磨技術を開発し、一定規模の受注を確保いたしました。表面粗度に

優れ高形状精度を達成できるという点で、競合他社を圧倒することができました。 

  

(3) 金属電子材部門 

①太陽電池用、二次電池用材料のリード材料として、客先の接続方法に対応したクラッド材を開発し量産化いたし

ました。電池の高出力化、高効率化、高容量化および信頼性向上への寄与が期待されます。 

②パッケージ用リード端子材として、加工および表面処理技術を新規開発し量産化いたしました。 

③デジタル放送中継基地局のフィルター用に特殊合金を開発し量産化いたしました。2011年の完全デジタル化に向

けて増産が見込まれます。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1) 財政状態 

当社グループは、適切な流動性の維持、事業活動のための資金確保および健全なバランスシートの維

持を財務方針としています。  

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末比74億46百万円（5.9％）増加して、1,340億50百万

円となりました。流動資産は同110億76百万円（17.9％）増加の729億55百万円、固定資産は同36億30百

万円（5.6％）減少の610億95百万円となりました。  

 流動資産増加の主な要因は、売上高の増加に伴う現金及び預金、受取手形及び売掛金の増加によるも

のであります。  

 固定資産のうち有形固定資産は前連結会計年度末比11億26百万円（2.1％）減少の528億49百万円、無

形固定資産は同４億53百万円（13.0％）減少の30億27百万円、投資その他の資産は同20億51百万円

（28.2％）減少の52億19百万円となりました。  

 有形固定資産の減少の主な要因は、フェライト磁石事業の遊休資産における減損損失の計上などによ

るものです。また、投資その他資産の減少の主な要因は繰延税金資産の減少でありますが、前期におい

て否認しておりました子会社株式の評価損について当該株式の清算が決定したため、当期において容認

したことなどによるものであります。  

 当連結会計年度末の負債の合計は、前連結会計年度末比50億46百万円（10.6％）増加して、526億28

百万円となりました。流動負債は同113億５百万円（31.4％）増加の472億86百万円、固定負債は同62億

59百万円（54.0％）減少の53億42百万円となりました。  

 有利子負債は、長期借入金の返済を進めた結果、同19億39百万円（10.6％）減少して163億32百万円

となりました。  

 当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末比24億円（3.0％）増加して、814億22百万円となり

ました。主な要因は、当期純利益による利益剰余金の増加および円安に伴う為替換算調整勘定の増加で

あります。  

 この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の60.6％から58.8％となりました。また、期末発行済株

式総数に基づく１株当たり純資産額は、当期において自己株式の市場買付けを行いましたので前連結会

計年度末の976.03円から1,011.20円となりました。  

  

(2) 経営成績 

当社グループの当連結会計年度の経営成績については、「１業績等の概要」に記載のとおりでありま

す。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

(1) 設備投資 

当社グループは、長期的に成長が期待できる製品分野に重点を置き、合わせて省力化、合理化および

製品の信頼性向上のための設備投資を行っております。当連結会計年度の設備投資（有形固定資産受入

ベースの数値。金額には消費税等は含めておりません。）は、全体で55億16百万円となりました。主な

内訳を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(マグネット部門) 

当社熊谷製作所におけるマグネットの増産・製造合理化関連19億52百万円、大町事業所におけるマ

グネットの増産関連８億24百万円、連結子会社㈱ＮＥＯＭＡＸフェライトにおけるマグネットの増産

関連６億20百万円などがあります。 

  

(金属電子材部門) 

連結子会社㈱ＮＥＯＭＡＸマテリアルにおける金属電子材の増産・製造合理化および維持・更新関

連５億63百万円、連結子会社㈱ＮＥＯＭＡＸ鹿児島における金属電子材の増産・製造合理化関連１億

97百万円などがあります。 

  

(全社共通) 

当社山崎製作所における環境設備関連および研究開発設備関連２億35百万円などがあります。 

(2) 除売却 

連結子会社㈱ＮＥＯＭＡＸフェライトの鹿島事業所閉鎖により、同事業所の設備等を廃却しておりま

す。 

  

 



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 土地および建物の一部を賃借しております。年間賃借料は66百万円であります。賃借している土地の面積に
ついては、［ ］で外書きしております。 

３ 連結子会社に貸与中の土地であります。 
４ 平成19年３月31日に連結子会社㈱NEOMAXフェライトより購入した資産であり、平成19年４月１日より佐賀製

作所として生産を行っております。 
５ 現在休止中の主要な設備はありません。 
６ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

 
  

(2) 国内子会社 

 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

事業所名
事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)

建物及び
構築物

機械装置
土地

(面積㎡)
その他 合計

山崎製作所(大阪府三島
郡島本町)

全社共通、セラ
ミックス部門

研究開発用設
備、セ ラ ミ ッ
クス製造設備

4,246 1,651
2,187

(82,370) 82 8,166 386

熊谷製作所(埼玉県熊谷
市)

マグネット部門
マグネット製
造設備 678 3,224

59
(154,297) 57 4,018 404

和歌山事業所(和歌山市) 
※２

マグネット部門
マグネット製
造設備 1,317 ―

―
(―)

[48,945]
19 1,336 45

大町事業所(佐賀県杵島
郡大町町)

マグネット部門
マグネットお
よび応用製品
製造設備

727 1,698
1,169

(37,466) 24 3,618 23

㈱NEOMAXフェライト 
鹿島事業所(茨城県神栖
市) ※３

マグネット部門 ― ― ―
623

(45,931) ― 623 ―

㈱NEOMAXフェライト 
横浜事業所(神奈川県相
模原市) ※３

マグネット部門 ― ― ―
668

(4,769) ― 668 ―

佐賀製作所(佐賀県武雄
市) ※４

マグネット部門
マグネット製
造設備 522 982

193
(42,243) ― 1,697 ―

事業所名 事業部門の名称 設備の内容
年間リース料 
(百万円)

和歌山事業所 マグネット部門 マグネット製造設備 670

会社名 事業所名
事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人)建物及び

構築物
機械装置

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱ NEOMAX マテ
リアル

本社工場(大阪
府吹田市)

金属電子材
部門

金属電子材製
造設備 857 2,573

10,536
(42,978) 249 14,215 187

㈱ NEOMAX フェ
ライト

横浜事業所(神
奈川県相模原
市）

マグネット
部門

マグネット製
造設備 46 49

234
(1,073) 5 334 36

㈱NEOMAX近畿
本社工場(兵庫
県養父市)

マグネット
部門

マグネット製
造設備 2,362 2,417

826
(58,940) 33 5,638 270

㈱ NEOMAX 鹿 児
島

本社工場(鹿児
島県出水市)

金属電子材
部門

金属電子材製
造設備 659 798

409
(43,631) 42 1,908 160

NEOMAX エン ジ
ニアリング㈱

本社工場(大阪
府吹田市)

マグネット
部門

応用製品製造
設備 120 97

478
(4,869) 35 730 112

NEOMAX機工㈱
本社工場(群馬
県多野郡吉井
町)

マグネット
部門

応用製品製造
設備 560 216

678
(67,504) 63 1,517 167

㈱サガテック
本社工場(佐賀
県鹿島市)

マグネット
部門

マグネット製
造設備 94 52

136
(10,764) 1 283 72



(3) 在外子会社 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 土地および建物の一部を賃借しております。年間賃借料は29百万円であります。賃借している土地の面積に

ついては、［ ］で外書きしております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  

   
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

 当社は、平成19年４月１日を合併期日として日立金属株式会社と合併いたしましたので、合併存続会社

（日立金属株式会社）の第70期の有価証券報告書の当該事項に含めて記載しております。 

会社名 事業所名
事業部門 

の名称

設備の 

内容

帳簿価額(百万円) 従業 

員数 

(人)建物及び 

構築物
機械装置

土地 

(面積㎡)
その他 合計

P.T. NX
Indonesia

本社工場(イ
ンドネシア・
西ジャワ州)

マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 168 701

600
(86,905) 237 1,708 111

San 
Technology, 
Inc.

ネオマックス
工場(フィリ
ピン・カビテ
州) 
※２

マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 136 431

―
(―)

[6,575]
― 569 283

新ネオマック
ス工場(フィ
リピン・カビ
テ州) ※２

マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 391 578

―
(―)

[22,484]
62 1,031 287

表面処理工場
( フ ィ リ ピ
ン・カ ビ テ
州) 
※２

マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 286 57

―
(―)

[6,316]
10 354 231

Ｖ Ｃ Ｍ 工 場
( フ ィ リ ピ
ン・カ ビ テ
州) ※２

マ グ ネ ッ
ト部門

応用製品製
造設備 383 133

―
(―)

[5,000]
50 567 477

NEOMAX 
(Thailand) Co., Ltd.

ナバナコン工
場 ( タ イ・パ
ト ゥ ム タ ニ
県)

マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 96 195

173
(16,000) 1 466 78

アユタヤ工場
( タ イ・ア ユ
タヤ県)

マ グ ネ ッ
ト部門

応用製品製
造設備 115 272

113
(17,600) ― 502 204

Luzon Magnetics, 
Inc.

本社工場(フ
ィリピン・カ
ビテ州)  ※
２

マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 107 486

―
(―)

[9,161]
52 646 407

Pacific Metals 
Co., Ltd.

本社工場（韓
国・亀尾市）

マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 744 325

1,429
(77,482) 178 2,678 239

Pacific Metals
(Tianjin) 
Co., Ltd.

本社工場（中
国・天津市）
※２

マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 ― 51

―
(―)

[10,000]
2 54 60

東莞住秀電子
㈲

本社工場※２
マ グ ネ ッ
ト部門

マグネット
製造設備 73 348

―
(―)

[16,000]
21 442 271

会社名 事業所名 事業部門の名称 設備の内容
年間リース料
(百万円)

San Technology,Inc.
新ネオマックス工場、
表面処理工場 
(フィリピン・カビテ州)

マグネット部門
マグネット 
製造設備

165



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
(注) 当社は、平成19年３月27日に東京、大阪の各証券取引所（いずれも市場第一部）において上場を廃止しており

ます。また、平成19年４月１日を合併期日として日立金属㈱と合併し、解散したため、提出日現在発行数は記

載しておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 資本準備金による自己株式の消却による減少であります。 

２ 百万円単位未満の金額は、従来は切り捨てて記載することとしておりましたが、前期より四捨五入して記載

することに変更しております。 

３ 日立金属㈱の永久磁石に関する事業の分割承継により、新株式21,000,000株を発行し、資本準備金が12,012

百万円増加しております。 

４ 転換社債の転換による増加であります。 

５ 当社は、平成19年４月１日を合併期日として日立金属㈱と合併し、解散しております。なお、合併により、

当社の普通株式１株に対し、日立金属㈱の普通株式２株が割当交付されております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 118,854,000

計 118,854,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 78,651,525 ― ― ―

計 78,651,525 ― ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金
増減額 
(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日(注)１

△33,000 56,135,652 ― 26,741 △22 26,482

平成16年３月31日(注)２ ― 56,135,652 ― 26,742 ― 26,483

平成16年４月１日(注)３ 21,000,000 77,135,652 ― 26,742 12,012 38,495

平成16年９月13日(注)４ 1,515,873 78,651,525 957 27,698 953 39,449



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)１ 自己株式653,297株は「個人その他」欄に653単元および「単元未満株式の状況」欄に297株含まれておりま

す。 

２ 上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、１単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 当事業年度末現在における上記大株主の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、当社として把握すること

ができないため、記載しておりません。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 10 22 53 33 2 1,436 1,556 ―

所有株式数 
(単元)

― 429 557 74,393 1,264 5 1,821 78,469 182,525

所有株式数 
の割合(％)

― 0.55 0.71 94.81 1.61 0.01 2.31 100 ―

氏名又は名称 住所
所有
株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

(％)

日立金属株式会社 東京都港区芝浦１-２-１ 73,304 93.20

住友金属工業株式会社 大阪市中央区北浜４-５-33 1,001 1.27

株式会社ＮＥＯＭＡＸ 大阪市中央区北浜４-７-19 653 0.83

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１-９-１ 329 0.42

ジェーピー モルガン チェース バン
ク 
（常任代理人 株式会社みずほコーポレ
ート銀行）

125 LONDON WALL LONDON EC2Y 5AJ U.K.
 
(東京都中央区兜町６-７)

327 0.42

ゴールドマン・サックス・インターナシ
ョナル  
（常任代理人 ゴールドマン・サックス
証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, 
U.K.  
 
(東京都中央区日本橋茅場町１-２-４)

290 0.37

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１-４-５ 184 0.23

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町２-11-１ 109 0.14

メリルリンチ インターナショナル エ
クイテイ デリバテイブス 

（常任代理人 メリルリンチ日本証券株式会
社）

MERRILL LYNCH FINANCIAL CENTRE, 2 
KING  EDWARD  STREET,  LONDON  EC1A 
1HQ 
(東京都中央区日本橋茅場町１-２-４)

107 0.14

ザ バンク オブ ニューヨーク ユー
エス ペンション ファンド グローバ
ル ビジネス １３２５６１

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート
銀行）

ONE WALL STREET NEW YORK NY 10286 
UNITED STATES OF AMERICA 
 
(東京都中央区兜町６-７)

105 0.13

計 ― 76,409 97.15



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個) 

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式297株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 653,000

―
権利内容に何ら制限のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
 
普通株式 77,816,000 77,816

権利内容に何ら制限のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式
 
普通株式 31,364 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 78,651,525 ― ―

総株主の議決権 ― 77,816 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱ＮＥＯＭＡＸ

大阪市中央区北浜４-７-19 653,000 － 653,000 0.8

計 ― 653,000 － 653,000 0.8



２ 【自己株式の取得等の状況】 

当社は、平成19年４月１日を合併期日として日立金属㈱と合併し解散しておりますので、自己株式の

取得等の状況は平成19年３月31日までを記載しております。 
  

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  会社法第155条第３号による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  会社法第157条第７号による取得 

 
  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
  

【株式の種類等】 会社法第155条第３号および会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成18年６月29日)での決議状況 
(取得期間平成18年６月30日～平成18年９月29日)

400,000 900,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 400,000 861,555

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 253,297 487,622

当期間における取得自己株式 ― ―

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った取得 
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 
（市場で売却）

― ― ― ―

保有自己株式数 653,297 ― ― ―



３ 【配当政策】 

当社は、平成19年４月１日を合併期日として日立金属㈱と合併し、解散しております。なお、合併によ

る合併交付金の支払いはありません。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場によるものであります。なお、当社の普通株式は、平成

19年３月27日付で東京、大阪の各証券取引所（いずれも市場第一部）において上場を廃止となりました。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場によるものであります。なお、当社の普通株式は、平成

19年３月27日付で東京、大阪の各証券取引所（いずれも市場第一部）において上場を廃止となりました。 

  

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 921 1,628 2,585 4,160 3,810

最低(円) 445 718 1,362 2,195 1,787

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 2,220 2,495 2,545 2,810 2,985 2,815

最低(円) 1,787 2,030 2,370 2,350 2,600 2,540



５ 【役員の状況】 

当社は、平成19年４月１日に日立金属㈱と合併（存続会社は日立金属㈱、消滅会社は当社）しており

ます。そのため、日立金属㈱の提出日現在における役員の状況を記載しております。 

(1) 取締役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長
指名委員 
報酬委員

 本多 義弘 昭和17年10月13日生

昭和40年４月

平成５年４月 

平成７年６月

平成10年６月 

平成11年６月

平成12年６月 

平成15年６月 

平成18年６月 

平成18年６月 

当社入社

安来工場長

取締役

特殊鋼事業部長兼任 

代表取締役 常務取締役 

代表取締役 取締役社長

代表執行役 執行役社長 兼 取締役

取締役会長(現任)

(株)NEOMAX取締役会長兼任

注１ 50

取締役
指名委員 
報酬委員

 持田 農夫男 昭和22年４月１日生

昭和45年４月

平成11年４月 

平成13年10月 

平成16年４月 

平成16年６月

平成17年６月 

平成17年７月

 

平成18年６月 

当社入社

熊谷磁材工場長

磁材カンパニープレジデント

(株)NEOMAX常務取締役

同社取締役 常務執行役員

当社執行役常務兼任

Hitachi Metals North Carolina,Ltd. 

取締役会長 兼 CEO 兼任

当社代表執行役 執行役社長 兼 

取締役(現任)

同上 29

取締役
 指名委員 
 監査委員 
 報酬委員

八木 良樹 昭和13年２月27日生

昭和35年４月

昭和63年６月

平成３年６月

平成５年６月

平成７年６月 

平成９年６月

平成11年４月

平成15年６月

 

平成16年４月 

平成17年６月 

平成17年６月 

平成18年６月 

平成19年４月

(株)日立製作所入社

同社経理部長

同社取締役

同社常務取締役 

当社監査役兼任

(株)日立製作所専務取締役

同社代表取締役 取締役副社長

同社代表執行役 執行役副社長 兼 

取締役

同社取締役 

当社取締役会長兼任

(株)日立製作所取締役会議長

当社取締役兼任(現任)

(株)日立製作所取締役(現任)

同上 40

取締役
指名委員 
監査委員 
報酬委員

生駒 俊明 昭和16年３月５日生

昭和43年４月

昭和57年４月

平成６年４月

 

平成９年２月

平成14年２月

平成14年４月

 

平成15年４月

平成15年６月

平成16年10月

 

東京大学生産技術研究所助教授

東京大学生産技術研究所教授

日本テキサス・インスツルメンツ㈱

筑波研究開発センター所長

同社代表取締役社長

同社代表取締役会長

一橋大学大学院国際企業戦略研究科

客員教授

(株)産業再生機構 監査役

当社取締役兼任(現任)

(独)科学技術振興機構

研究開発戦略センター長(現任)

同上 8



 
(注) １ 取締役の任期は、平成19年６月21日開催の定時株主総会にて就任後、平成20年３月期に係る定時株主総会 

 の終結の時までであります。 

２ 取締役のうち、八木良樹、生駒俊明および川上潤三の３名は、社外取締役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
指名委員 
監査委員 
報酬委員

川上 潤三 昭和19年７月29日生

昭和50年４月

昭和57年11月

平成９年６月

平成15年６月

平成16年10月

平成18年４月

平成18年６月

平成19年４月

 

東京大学工学部電気工学科助教授 

(株)日立製作所入社 

同社日立研究所長 

トキコ(株)代表取締役 取締役社長 

(株)日立製作所執行役常務 

同社執行役専務 

当社取締役兼任(現任) 

(株)日立製作所代表執行役 

執行役副社長(現任)

注１ ─

取締役 監査委員 大文字 恭廣 昭和19年11月28日生

昭和43年４月

平成７年６月

平成９年６月

平成９年６月

 

平成11年４月

平成12年６月

平成13年６月

平成14年６月

平成15年６月

平成16年４月

平成17年６月

平成18年６月

当社入社 

経営企画センター企画法務室長 

取締役 

Hitachi Metals America,Ltd. 

取締役会長兼任 

当社財務本部長兼任 

常務取締役 

代表取締役 常務取締役 

輸出管理室長兼任 

代表執行役 執行役専務 兼 取締役 

(株)NEOMAX取締役会長兼任 

当社代表執行役副社長 兼 取締役 

当社取締役(現任)

同上 33

 取締役 吉岡 博美 昭和23年１月23日生

昭和45年４月

平成８年３月

 

平成11年４月

平成11年６月

平成13年１月

 

平成13年４月

平成14年２月

平成15年４月

平成17年６月

 

平成18年６月

 

 

平成19年４月

 

当社入社 

Hitachi Metals Electronics 

(Malaysia)Sdn.Bhd.取締役社長 

管理本部主幹次長 

取締役 

Hitachi Metals America, Ltd. 

取締役会長兼任 

当社執行役員 

情報部品カンパニープレジデント 

常務執行役員 

執行役常務 

コーポレートビジネスセンター長 

代表執行役 執行役常務 兼 取締役 

コーポレートビジネスセンター長、 

輸出管理室長 

代表執行役 執行役専務 兼 取締役 

輸出管理室長(現任)

同上 13

計 173



(2) 執行役の状況 

 
(注)  執行役の任期は、平成19年６月21日開催の定時株主総会終結後最初に招集された取締役会にて就任後、平成20

年３月末日までであります。 

  

(3) 事業役員の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表執行役 
執行役社長

持田 農夫男
(1)取締役の状況 
  参照

同左 注
(1)取締
役の状況
参照

代表執行役 
執行役専務

管理管掌 
輸出管理室長

吉岡 博美
(1)取締役の状況 
  参照

同左 注
(1)取締
役の状況
参照

代表執行役 
執行役専務

磁石事業管掌 土井川 馨 昭和15年２月14日生

昭和33年４月

昭和38年１月

 

平成７年６月

平成８年６月

平成11年４月

平成14年４月

平成15年６月

平成16年６月

平成17年６月

平成19年４月

住友金属工業(株)入社 

住友特殊金属(株)(平成16年４月(株)

NEOMAXに社名変更)に転じ 

同社支配人、経営企画室長 

同社取締役支配人  

同社常務取締役 

同社専務取締役 

同社代表取締役専務取締役 

同社代表取締役副社長 

同社代表取締役社長 

当社代表執行役 執行役専務(現任)

注 16

執行役常務
営業管掌 
営業企画 
センター長

芦田 寛 昭和23年８月７日生

昭和46年４月

平成10年３月

平成12年６月

平成16年４月

平成17年４月

平成18年６月

当社入社 

北関東支店長 

関西支店長 

事業役員 

営業企画センター長(現任) 

執行役常務兼任(現任)

注 23

計 39

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

事業役員 
常務

経営企画室長 三村 光男 昭和18年12月25日生

昭和37年４月

平成11年４月

平成12年10月

平成13年４月

平成13年４月

平成16年４月

当社入社 

財務本部主幹次長 

経営企画室副室長 

執行役員 

経営企画室長(現任) 

事業役員常務(現任)

注1

事業役員 
常務

ロール事業 
管掌

西垣 清志 昭和22年４月２日生

昭和46年４月

平成９年６月

平成13年１月

平成13年４月

 

平成18年４月

平成18年９月

 

当社入社 

若松工場長 

ロール事業部長 

執行役員（現、事業役員）ロールカンパ

ニープレジデント 

事業役員常務（現任）  

宝鋼日立金属軋輥（南通）有限公司 

総経理（現任） 

同上

事業役員 
 常務

ＮＥＯＭＡＸ 
カンパニー 
プレジデント

花村 公生 昭和21年１月23日生

昭和44年４月

平成11年１月

 

平成13年６月

 

平成14年６月

平成16年６月

平成17年６月

平成18年６月

平成19年４月

 

住友金属工業(株)入社 

(株)住友金属エレクトロデバイス 

常務取締役 

住友特殊金属(株)(平成16年4月(株)

NEOMAXに社名変更)支配人 

同社取締役、支配人、山崎製作所長 

同社取締役常務執行役員、山崎製作所長 

同社取締役常務執行役員 

同社取締役専務執行役員 

当社事業役員常務  

NEOMAXカンパニープレジデント(現任)

同上



 
(注) １ 事業役員の任期は、平成19年４月１日に就任後、平成20年３月末日までであります。 

２ 日立金属㈱は、平成13年４月１日付をもって執行役員制度を導入いたしました。なお、平成15年６月24日 

 付で委員会等設置会社に移行したことに伴い、従来の執行役員の呼称を事業役員に変更いたしました。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

事業役員 
 常務 
 

情報部品 
カンパニー 
プレジデント 
輸出管理室 
副室長

藤井 博行 昭和21年９月11日生

昭和47年４月

平成13年１月

平成17年４月

平成17年４月

平成17年７月

平成19年４月

当社入社 

鳥取工場長 

事業役員 

情報部品カンパニープレジデント(現任) 

輸出管理室副室長(現任) 

事業役員常務(現任)

注1

事業役員 
 常務

特殊鋼 
カンパニー 
プレジデント 
輸出管理室 
副室長

市橋 健 昭和25年９月16日生

昭和50年４月

平成15年５月

平成17年４月

平成17年４月

 

平成19年４月

当社入社 

安来工場長 

事業役員 

特殊鋼カンパニープレジデント 

輸出管理室副室長(現任) 

事業役員常務(現任)

同上

事業役員
新事業開発 
センター長

辻 義一 昭和20年９月20日生

昭和43年４月

平成11年６月

平成13年４月

平成14年２月

平成15年４月

 

(株)日立製作所入社 

当社に転じ 

新事業開発センターＯＥデバイス部長 

新事業開発センター副センター長 

執行役員（現、事業役員）新事業開発 

センター長(現任)

同上

事業役員
自動車機器 
カンパニー 
プレジデント

小西 和幸 昭和26年５月４日生

昭和51年４月

平成13年12月

平成16年１月

 

平成17年１月

平成17年４月

平成18年４月

 

当社入社 

九州工場長 

自動車機器カンパニーバイスプレジデン

ト 

真岡工場長兼任(現任) 

事業役員(現任) 

自動車機器カンパニープレジデント 

（現任）

同上

事業役員
技術企画 
センター長 

赤木 学 昭和22年３月10日生

昭和44年４月

平成12年６月

平成12年12月

 

平成18年４月

当社入社 

構造改革推進本部長  

技術本部（現、技術企画センター）生産

技術部長（現任）  

事業役員 技術企画センター長（現任）

同上

事業役員
海外事業企画 
センター長 

田中 啓一 昭和24年12月５日生

昭和47年４月

平成14年２月

 

平成17年10月

平成18年４月

 

平成18年９月

 

当社入社 

Hitachi Metals America, Ltd.取締役 

社長 

海外事業企画センター副センター長 

事業役員 海外事業企画センター長 

（現任）  

宝鋼日立金属軋輥（南通）有限公司 

董事長（現任） 

同上

事業役員
コーポレート
ビジネス 
センター長 

成瀨 正 昭和21年８月５日生

昭和45年４月

平成11年10月

平成14年１月

 

平成14年６月

平成16年６月

平成17年６月

平成18年６月

平成19年４月

 

住友金属工業(株)入社 

同社和歌山製鉄所副所長 

住友特殊金属(株)(平成16年4月(株)

NEOMAXに社名変更)支配人 

同社取締役、支配人、山崎製作所長 

同社取締役常務執行役員 

同社取締役常務執行役員、営業本部長 

同社取締役専務執行役員、営業本部長 

当社事業役員 コーポレートビジネス 

センター長（現任） 

同上



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営上の意思決定、業務執行ならびにそれらに対する監督および監査を適切に行えるコー

ポレートガバナンスの確立が、的確かつ効率的な経営につながると考えております。また、そのこと

により経営環境の変化にも迅速に対応できる強靭な経営体質の構築を図り、株主、顧客、取引先、地

域社会、従業員などステークホルダーの皆様のご期待にお応えしたいと考えております。 

  

(2) 経営の意思決定、業務執行およびその監督ならびに監査に係る会社機関 

① 経営の意思決定、業務執行およびその監督 

当社は、平成16年６月より、意思決定機能と業務執行機能の分担を明確にするため執行役員制度

を導入し、取締役会は、法令、定款および取締役会規程に定める重要事項を決定し、執行役員の業

務執行の監督を行っております。また、執行役員は、代表取締役の指揮のもと、取締役会の定める

業務分担に従い業務を執行しております。なお、重要な業務執行については、全ての取締役で構成

し、監査役が出席する最高経営会議（原則１回／週開催）にて審議しております。 

  

② 監査役監査、内部監査および会計監査 

取締役会の意思決定および執行役員の業務執行については、監査役による監査を受けておりま

す。当社の監査役は、４名であり内２名が社外監査役であります。また、監査役の職務を補助すべ

き組織として監査役室を設置しております。監査役室に所属する使用人は４名であり、内監査役室

長は監査役室専任としております。 

また、内部監査部門として検査部を設置しており、当社の業務執行全般に対して、内部監査を実

施しております。検査部に所属する使用人３名は全て監査役室を兼務しており、監査役との連携に

努め、監査の実効性および効率性を高めております。 

次に、会計監査につきましては、平成17年度より新日本監査法人が担っております。業務を執行

した公認会計士は、同監査法人の業務執行社員である田中文康および竹野俊成であり、当期におけ

る会計監査業務にかかる主要な補助者は、同監査法人の公認会計士４名および会計士補等12名であ

ります。なお、同監査法人および当該業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありませ

ん。また、当該業務執行社員と監査役は、意見交換の場を持つなど連携に努めております。 

  

(3) 内部統制システムの整備の状況 

当社における内部統制システムの整備状況は次のとおりであります。 

① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

ａ．法令遵守・企業倫理等の事業活動方針を定めた「経営理念」および「行動指針」を整備し、取

締役、執行役員およびその他の使用人（以下、取締役等という）に周知する。 

ｂ．法令および定款に定める事項ならびにその他の重要事項につき、取締役会に付議すべき基準を

定め、取締役会において業務執行の決定および取締役等の職務執行の監督を行う。 

ｃ．全ての取締役で構成し、監査役が出席する最高経営会議において、取締役等の重要な職務執行

に関する事項を審議する。 

ｄ．財務報告の適法性および信頼性を確保するため、関連する規程および業務プロセスの文書化等

の整備および評価を行う。 

ｅ．法令遵守の確保を目的として、コンプライアンス体制等を定めた規程およびマニュアル等を整

備し、取締役等に周知する。 

ｆ．法令・諸規程に照らし、取締役等の職務執行が適正・妥当に行われているか否かを内部監査す

るため、内部監査部門を設置し、その範囲、基準等を定めた規程に基づき計画的に内部監査を

実施する。 

ｇ．当社および子会社と雇用契約を結ぶ者もしくは勤務する派遣社員が、一切の不利益な取り扱い

を受けることなく、当社および子会社における法令違反または不適切な行為を、当社に通報す

ることができる制度（内部通報制度）を整備し、周知する。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役会議事録、決裁文書その他の取締役の職務の執行に係る情報は、その保存および管理を定

めた社内規程に基づき、それぞれの担当部署において保存および管理する。 



③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社および子会社の経営に重大な影響を及ぼす危機の事前予知、想定される危機の未然防止、危

機に至る恐れが強い緊急事態が発生した場合の体制等を定めた規程およびマニュアル等を整備し、

当社および子会社における損失の危険を管理する。 

  

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ａ．法令および定款に定める事項ならびにその他の重要事項につき、取締役会に付議すべき基準を

定め、取締役会において業務執行の決定、ならびに取締役、執行役員およびその他の使用人

（以下、取締役等という）の職務執行の監督を行う。 

ｂ．全ての取締役で構成し、監査役が出席する最高経営会議において、取締役等の重要な職務執行

に関する事項を審議する。 

ｃ．取締役等の業務分掌およびそれぞれの権限と責任を定めた規程を整備し効率的に業務を行う。 

ｄ．中期的な経営指針およびその目標数値等を定めた中期経営計画、ならびにその各年度の実行計

画である予算を策定し、業績を管理する。 

  

⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

「①取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制」と同様とす

る。 

  

⑥ 当社ならびに親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ａ．経営および事業活動を行ううえで、親会社からの独立性を保ち、親会社および子会社との取引

においては公正な価格によることを基本方針とする。 

ｂ．法令遵守・企業倫理等の事業活動方針を定めた「経営理念」および「行動指針」ならびに法令

遵守の確保を目的とした規程およびマニュアル等を子会社に提供する。 

ｃ．財務報告の適法性および信頼性を確保するため、企業集団において同一の手法を用いて関連す

る規程および業務プロセスの文書化等の整備および評価を行う。 

ｄ．当社および子会社と雇用契約を結ぶ者もしくは勤務する派遣社員が、一切の不利益な取り扱い

を受けることなく、当社および子会社における法令違反または不適切な行為を、当社に通報す

ることができる制度（内部通報制度）を整備し、周知する。 

ｅ．子会社の業務に関して当社の内部監査に準じて監査を実施する。また、子会社には監査役を派

遣している。 

ｆ．当社に対して子会社の業務内容ごとに協議・報告する内容およびその基準を定めた規程を整備

し、周知する。 

  

監査役および監査役会の職務を補助するため、取締役会の指揮命令系統に入らない監査役室を置

く。監査役室に所属する使用人は３名以上とし、内監査役室長を含む１名以上は監査役室専任とす

る。監査役室に所属する使用人が他の業務を兼任する場合は、兼任先を内部監査部門に限定する。 

  

監査役室に所属する使用人の人事評価については、常勤の監査役の意見を踏まえて人事担当取締

役が行う。また、当該使用人の人事異動、賞罰に関する事項については常勤の監査役の同意を得て

人事担当取締役が行う。 

  

ａ．監査役会の定める規則に基づき、取締役、執行役員およびその他の使用人の業務執行状況を報

告する。 

ｂ．社内規程に基づき、社長の決裁文書、最高経営会議議事録および内部監査部門が実施した内部

監査報告書の写しを監査役会に提出する。 

ｃ．会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、法令および監査役会の定める規

則ならびに社内規程・マニュアル等に従い、直ちに監査役会に当該事実を報告する。 

  

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

⑨ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制



⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役の監査意見形成にあたり外部専門家（弁護士、公認会計士、税理士等）の意見が必要な場

合は、各担当部署は監査役の要請により協力する。 

  

(4) リスク管理体制の整備の状況 

当社および子会社の経営に重大な影響を及ぼす危機の事前予知、想定される危機の未然防止、危機

（※）に至る恐れが強い緊急事態が発生した場合の体制等を定めた規程およびマニュアル等を整備し

ております。災害などの緊急事態が発生した場合には、これらの規程等に基づき社長を委員長とする

危機管理委員会のもと迅速・的確に対応を行います。また、平成17年４月よりセルフディフェンスと

人命尊重を基本理念に、企業の安定存続（ＢＣＰ：Business Continuity Plan 〔供給責任〕）を目的

とした当社グループの防災大綱を定め、危機発生の被害を最小限に留めるための活動を展開しており

ます。 

  

  ※当社グループの定める危機の定義 

   ａ．企業活動上の死亡事故の発生 

   ｂ．４日以上の製品供給停止 

   ｃ．５億円以上の資産の損失または損害賠償 

   ｄ．訴訟や不祥事による社会的信用の著しい失墜 

   ｅ．その他これらと同等以上のもの 

  

(5) 社外取締役および社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役本多義弘は、当社の総株主の議決権の94.2％を所有している日立金属株式会社の取締役

会長であります。また、社外監査役三村光男は同社の事業役員常務であり、社外監査役内田憲正は同

社の使用人であります。なお、当社と同社との間にキャッシュ・プーリング制度による金銭消費貸

借、製品売買、役務の提供、技術取引および不動産賃借等の取引関係があります。 

  

(6) 役員報酬および監査報酬の内容 

① 役員報酬の内容 

当期における取締役および監査役に支払った報酬等の額は、次のとおりであります。 

 
（注）使用人兼務取締役の使用人分給与および賞与の支払はありません。 

  

② 監査報酬の内容 

  

 

 
  

なお、以上は、旧株式会社ＮＥＯＭＡＸの平成19年３月31日までの状況について記載しておりま

す。 

  

報 酬 役員賞与 退職慰労金 合 計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給額

名 百万円 名 百万円 名 百万円 百万円

取締役 8 96 7 41 3 58 195

監査役 4 38 2 9 － － 47

  
  
公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

百万円
  

32 
  
上記のうち、連結子会社の支払った報酬 － 
  
上記以外の報酬等の額 2 

（注）なお、公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外

の報酬の主なものは、第１四半期および第３四半期の財務情報開示

に係る相談業務に対する報酬であります。



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について新日本監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,811 13,962

 ２ 受取手形及び売掛金 ※１ 30,544 35,189

 ３ たな卸資産 17,841 19,306

 ４ 繰延税金資産 1,571 1,327

 ５ その他 2,185 3,259

   貸倒引当金 △73 △88

    流動資産合計 61,879 48.9 72,955 54.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 34,726 33,964

    減価償却累計額 △17,745 16,981 △17,638 16,326

  (2) 機械装置及び運搬具 87,357 79,626

    減価償却累計額 △70,236 17,121 △62,524 17,102

  (3) 土地 17,693 17,371

  (4) 建設仮勘定 867 821

  (5) その他 9,263 6,724

    減価償却累計額 △7,950 1,313 △5,495 1,229

     有形固定資産合計 53,975 42.6 52,849 39.4

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 140 97

  (2) のれん ― 2,633

  (3) 連結調整勘定 3,033 ―

  (4) その他 307 297

     無形固定資産合計 3,480 2.8 3,027 2.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,2 4,128 3,664

  (2) 長期貸付金 35 41

  (3) 繰延税金資産 1,881 369

  (4) その他 1,620 1,430

    貸倒引当金 △394 △285

     投資その他資産合計 7,270 5.7 5,219 3.9

    固定資産合計 64,725 51.1 61,095 45.6

    資産合計 126,604 100.0 134,050 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 16,895 24,214

 ２ 短期借入金 ※１ 11,155 14,177

 ３ 未払法人税等 2,095 1,451

 ４ 賞与引当金 2,170 1,833

 ５ 役員賞与引当金 ― 61

 ６ その他 3,666 5,550

    流動負債合計 35,981 28.4 47,286 35.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 7,116 2,155

 ２ 繰延税金負債 515 422

 ３ 退職給付引当金 3,512 2,387

 ４ 役員退職慰労引当金 236 146

 ５ 環境安全対策引当金 215 215

 ６ その他 7 17

    固定負債合計 11,601 9.2 5,342 4.0

    負債合計 47,582 37.6 52,628 39.3

(少数株主持分)

    少数株主持分 2,335 1.8 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 27,698 21.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 39,449 31.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 9,299 7.3 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 609 0.5 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △147 △0.1 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※４ △221 △0.2 ― ―

    資本合計 76,687 60.6 ― ―

    負債、少数株主持分 
    及び資本合計

126,604 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 27,698

 ２ 資本剰余金 ― 39,449

 ３ 利益剰余金 ― 11,744

 ４ 自己株式 ― △1,349

   株主資本合計 ― ― 77,542 57.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 500

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― 0

 ３ 為替換算調整勘定 ― 830

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,330 1.0

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 2,550 1.9

   純資産合計 ― ― 81,422 60.7

   負債及び純資産合計 ― ― 134,050 100.0



② 【連結損益計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 112,222 100.0 116,338 100.0

Ⅱ 売上原価 83,827 74.7 89,429 76.9

   売上総利益 28,395 25.3 26,909 23.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

15,829 14.1 15,007 12.9

   営業利益 12,566 11.2 11,902 10.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 119 142

 ２ 受取配当金 120 －

 ３ 為替差益 403 －

 ４ 受取賃借料 26 22

 ５ 持分法による投資利益 64 128

 ６ たな卸資産売却益 － 106

 ７ 消費税及び地方消費税 
   還付金

158 －

 ８ その他 227 1,117 1.0 170 568 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 263 226

 ２ 為替差損 － 64

 ３ たな卸資産廃却損 319 208

 ４ その他 440 1,022 0.9 307 805 0.7

   経常利益 12,661 11.3 11,665 10.0

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 － 155

 ２ 固定資産売却益 ※３ 36 26

 ３ その他 － 36 0.0 35 216 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 早期退職特別加算金 ※４ － 1,449

 ２ 固定資産売廃却損 ※５ 255 1,099

 ３ 減損損失 ※６ － 905

 ４ 事業整理損失 ※７ － 898

 ５ 固定資産評価損 ※８ 1,419 －

 ６ 環境安全対策費用 ※９ 215 －

 ７ その他 ※10 － 1,889 1.7 233 4,584 3.9

   税金等調整前当期純利益 10,808 9.6 7,297 6.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,228 2,126

   法人税等調整額 2,810 6,038 5.4 1,817 3,943 3.4

   少数株主利益 15 0.0 73 0.1

   当期純利益 4,755 4.2 3,281 2.8



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 39,449

Ⅱ 資本剰余金期末残高 39,449

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 5,158

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 4,755 4,755

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 551

 ２ 役員賞与 63

   （うち監査役賞与） (9) 614

Ⅳ 利益剰余金期末残高 9,299



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 27,698 39,449 9,299 △221 76,225

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △665 △665

 役員賞与 △66 △66

 当期純利益 3,281 3,281

 自己株式の取得 △1,128 △1,128

 在外子会社の機能通貨 
 変更による減少高

△105 △105

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

2,445 △1,128 1,317

平成19年３月31日残高(百万円) 27,698 39,449 11,744 △1,349 77,542

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 609 ― △147 462 2,335 79,022

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △665

 役員賞与 △66

 当期純利益 3,281

 自己株式の取得 △1,128

 在外子会社の機能通貨 
 変更による減少高

△105

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△109 0 977 868 215 1,083

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△109 0 977 868 215 2,400

平成19年３月31日残高(百万円) 500 0 830 1,330 2,550 81,422



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 10,808 7,297

 ２ 減価償却費 5,322 5,570

 ３ のれん償却額 － 400

 ４ 連結調整勘定償却額 390 －

 ５ 事業整理損失 － 898

 ６ 受取利息及び受取配当金 △239 △160

 ７ 支払利息 263 226

 ８ 為替差損益 △61 12

 ９ 持分法による投資損益 △64 △128

 10 有形固定資産売却益 △36 △26

 11 有形固定資産売廃却損 255 1,099

 12 減損損失 － 905

 13 有形固定資産評価損 1,419 －

 14 売上債権の増減額 1,503 △4,366

 15 たな卸資産の増減額 1,880 △1,276

 16 仕入債務の増減額 △171 6,415

 17 その他の増減額 △696 △1,261

    小計 20,573 15,605

 18 利息及び配当金の受取額 239 250

 19 利息の支払額 △253 △222

 20 法人税等の支払額 △4,657 △2,773

   営業活動によるキャッシュ・フロー 15,902 12,860

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 連結子会社株式の追加取得による支出 △4 －

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △5,990 △5,516

 ３ 有形固定資産の売却による収入 299 277

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △153 △6

 ５ 投資有価証券の売却による収入 － 51

 ６ 短期貸付金の増減額 △2 9

 ７ 長期貸付金の増減額 187 △16

   投資活動によるキャッシュ・フロー △5,663 △5,201



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 △5,853 2,021

 ２ 長期借入金の借入による収入 38 －

 ３ 長期借入金の返済による支出 △4,066 △3,982

 ４ 自己株式の取得、処分による収支 △68 △1,128

 ５ 配当金の支払額 △617 △714

   財務活動によるキャッシュ・フロー △10,566 △3,803

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 424 237

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 97 4,093

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 10,460 10,557

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 10,557 14,650



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 

  国内連結子会社…12社 

  在外連結子会社…14社 

  

 連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の

状況」に記載しているため、省略しております。

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 

           同左 

  

  

 連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の

状況」に記載しているため、省略しております。

（除外）

  大阪産業㈱は、平成17年４月１日付で㈱NEOMAXマテ

リアルと合併し解散いたしました。

（除外）

―――

  

(2)非連結子会社 ０社 (2)非連結子会社 ０社

２ 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社 ０社

２ 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社 ０社

(2)持分法適用の関連会社数  １社 

  会社名 

   台全金属(股)

(2)持分法適用の関連会社数  １社 

  会社名 

   台全金属(股)

(3)持分法を適用していない関連会社 １社

  会社名

   双雄精密電子(股)

(注)双雄精密電子(股)は、フロッピー用磁気ヘッド事業

からの撤退による操業停止に伴い、持分法の適用か

ら除外しております。

(3)持分法を適用していない関連会社 

           ――― 

 

(注)双雄精密電子(股)は、平成18年12月12日付で清算結

了しております。

(4)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。

(4)持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次の

とおりであります。

会社名 決算日

NEOMAX America,Inc. 12月31日

P.T. NEOMAX Indonesia 〃

P.T. NX Indonesia 〃

San Technology,Inc. 〃

NEOMAX Singapore Pte.Ltd. 〃

NEOMAX (Thailand) Co., Ltd. 〃

香港住秀科技有限公司 〃

東莞住秀電子有限公司 〃

NEOMAX Trading

(Hong Kong) Ltd.
〃

NEOMAX Trading

(Shanghai) Co.,Ltd.
〃

NEOMAX Trading (Thailand)  

Co., Ltd.
〃

Pacific Metals Co., Ltd. 〃

Pacific Metals (Tianjin)  

Co., Ltd.
〃

 連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①有価証券

  子会社株式及び関連会社株式

  …移動平均法による原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの…時価法

    (評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

   時価のないもの…移動平均法による原価法

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①有価証券

  子会社株式及び関連会社株式

  …同左

  その他有価証券

   時価のあるもの…時価法

    (評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

   時価のないもの…同左

 ②たな卸資産 

  …主として総平均法による低価法

 ②たな卸資産

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ①有形固定資産

  当社及び国内連結子会社

  …建物(建物附属設備を除く)は下記以外は定額法。

   その他は定率法。

当社熊谷製作所、NEOMAX機工㈱および㈱マグテ

ックは、平成10年３月31日以前に取得した建物に

ついては、定率法を採用しております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ①有形固定資産

同左

  在外連結子会社 

  …定額法 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建物及び構築物   20～31年 

   機械装置及び運搬具 ７～15年

 ②無形固定資産 

  定額法

 ②無形固定資産

同左

(3)重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(3)重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

  当社及び国内連結子会社は、従業員等に支給する賞

与にあてるため、当期に負担すべき支給見込額を計上

することとしております。

 ②賞与引当金

同左

 ③退職給付引当金

  当社、国内連結子会社及び在外連結子会社の一部

は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務の見込額および年金資産に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

  数理計算上の差異については、10年および14年によ

る定額法による按分額を翌連結会計年度より費用処理

しております。過去勤務債務は、14年による定額法で

費用処理しております。

 ③退職給付引当金

同左

 ④役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金

規定に基づく連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。

 ④役員退職慰労引当金

同左

 ⑤環境安全対策引当金

  当社及び国内連結子会社の一部は、「ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法」に基づくＰＣＢ廃棄物処理費用の支出に備えるた

め、当連結会計年度末において合理的に見積もること

ができる額を計上しております。

 ⑤環境安全対策引当金

同左

 ⑥         ―――  ⑥役員賞与引当金

  役員に支給する賞与にあてるため、当期に負担すべ

き支給見込額を計上することとしております。

  (会計方針の変更)

  当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号)を適用しております。

  これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は61百万円減少しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4)重要な外貨建資産負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、

当該子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為

替換算調整勘定に含めて計上しております。

(4)重要な外貨建資産負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。在外連結子会社等の資産及び負債は、当該

子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めて計上しております。

(5)重要なリース取引の処理方法

  当社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

(5)重要なリース取引の処理方法

同左

(6)重要なヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ処理を適用しております。な

お、為替予約等について振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を適用しております。

(6)重要なヘッジ会計の方法

同左

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の処理方法

  税抜方式によっております。

(7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の処理方法

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定の償却については、10年間の均等償却

を行っております。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

  のれんの償却については、10年間の均等償却を行っ

ております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。

７          ―――

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



表示方法の変更 

  

 
  

会計処理の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

受取配当金

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「受取配当金」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度から

区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「受取配当金」の金額は24百

万円であります。

受取配当金

前連結会計年度において区分掲記しておりました「受

取配当金」は、営業外収益の総額の100分の10以下とな

ったため、当連結会計年度から営業外収益の「その他」

に含めて表示しております。

消費税及び地方消費税還付金

前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「消費税及び地方消費税還付

金」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、

当連結会計年度から区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「消費税及び地方消費税還付

金」の金額は１百万円であります。

消費税及び地方消費税還付金

前連結会計年度において区分掲記しておりました「消

費税及び地方消費税還付金」は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため、当連結会計年度から営業

外収益の「その他」に含めて表示しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

78,872百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

――― (企業結合に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針

第10号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示に

関する変更は以下のとおりであります。 

(連結貸借対照表) 

 「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「のれん」

として表示しております。 

(連結損益計算書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「の

れん償却額」として表示しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「の

れん償却額」として表示しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― (自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

 当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号）を適用しており

ます。

 これによる損益に与える影響はありません。

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

―――



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

・質権に供している

 受取手形および売掛金
23百万円

 同上に対する短期借入金 10百万円

・担保に供している 
 土地、建物、機械装置等

2,005百万円

 同上に対する一年内返済の

 長期借入金
100百万円

 同上に対する長期借入金 241百万円

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

・担保に供している
 土地、建物、機械装置等

1,904百万円

同上に対する債務 なし

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

 投資有価証券(株式) 2,227百万円

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

 投資有価証券(株式) 2,035百万円

 ３ 偶発債務

   下記の従業員の住宅ローン借入金に対し、債務保

証を行っております。

 従業員 979百万円

 ３ 偶発債務

   下記の従業員の住宅ローン借入金に対し、債務保

証を行っております。

 従業員 850百万円

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式78,651千株で

あり、また、当社が保有する自己株式の数は、普通

株式147千株であります。

※４         ―――



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

製品発送費 3,056百万円

従業員給与手当 3,470 〃

賞与引当金繰入額 610 〃

退職給付費用 230 〃

連結調整勘定償却額 390 〃

研究開発費 1,834 〃

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

製品発送費 2,959百万円

従業員給与手当 3,151 〃

賞与引当金繰入額 687 〃

役員報酬 579 〃

のれん償却額 400 〃

福利厚生費 838 〃

研究開発費 1,692 〃

※２ 研究開発費の総額は1,834百万円であります。 ※２ 研究開発費の総額は1,692百万円であります。

※３ 固定資産売却益の内容は、土地の一部売却による

ものであります。

※３ 固定資産売却益の内容は、機械装置および土地の

一部売却によるものであります。

※４        ――― ※４ 早期退職特別加算金の内容は、早期退職制度実施

に伴い発生した費用であります。

※５ 固定資産売廃却損は、機械装置等の売却または廃

却によるものであります。

※５         同左 

※６        ―――

 

※６ 当社グループは閉鎖を決定した以下の事業所およ

び保養施設の遊休資産について、帳簿価額を正味売

却価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

場所 種類
減損損失
(百万円)

茨城県神栖市 土地 413 

同上 建物、機械装置等 411

長野県大町市 土地、建物等 81

合計 905

   なお、当該資産は取引事例価額を参考にした正味

売却価額等により評価しております。

※７        ―――

 

※７ 事業整理損失の主な内容は次のとおりでありま

す。

退職給付費用 684百万円

その他 214 〃

合計 898 〃

※８ 固定資産評価損の内容は次のとおりであります。

   連結会社間土地取引の未実現損失

群馬県多野郡吉井町 1,419百万円  

※８        ―――

※９ 環境安全対策費用は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づ

くＰＣＢ廃棄物処理費用の支出に備えるため、当連

結会計年度末において合理的に見積もることができ

る額を引当計上したものであります。

※９        ―――

※10         ――― ※10 その他の主な内訳は、当社大町事業所における土

地浄化費用116百万円等であります。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 市場買付けによる増加      400千株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 78,651 ― ― 78,651

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 147 506 0 653

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 275 3.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月24日 
取締役会

普通株式 390 5.0 平成18年９月30日 平成18年11月30日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目との関係

現金及び預金勘定 9,811百万円

その他の流動資産 
（関係会社預け金）

746 〃

現金及び現金同等物 10,557 〃

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目との関係

現金及び預金勘定 13,962百万円

その他の流動資産
（関係会社預け金）

688 〃

現金及び現金同等物 14,650 〃



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

機械 
装置 

(百万円)

 
その他 
(百万円)

  
合計 

(百万円)

取得価額 
相当額

4,197 710 4,907

減価償却 
累計額相当額

2,307 423 2,730

期末残高 
相当額

1,890 287 2,177

   取得価額相当額は、支払利子抜き法により算定し

ております。

 

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

機械
装置 

(百万円)

 
その他 
(百万円)

  
合計 

(百万円)

取得価額
相当額

3,995 771 4,766

減価償却
累計額相当額

2,966 443 3,409

期末残高
相当額

1,029 327 1,356

   取得価額相当額は、支払利子抜き法により算定し

ております。

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,039百万円

１年超 1,254

合計 2,293

   未経過リース料期末残高相当額は、支払利子抜き

法により算定しております。

 

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 919百万円

１年超 371

合計 1,290

   未経過リース料期末残高相当額は、支払利子抜き

法により算定しております。

 

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 1,102百万円

減価償却費相当額 1,009

支払利息相当額 91

 
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息

相当額

支払リース料 1,061百万円

減価償却費相当額 980

支払利息相当額 61

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 56百万円

１年超 16

合計 72

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 33百万円

１年超 5

合計 38



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

 (1) 株式 509 1,569 1,060

 (2) 債券 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

小計 509 1,569 1,060

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

 (1) 株式 37 25 △12

 (2) 債券 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

小計 37 25 △12

合計 546 1,594 1,048

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

 その他有価証券 
  非上場株式

307



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

 (1) 株式 528 1,299 771

 (2) 債券 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

小計 528 1,299 771

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

 (1) 株式 38 17 △21

 (2) 債券 ― ― ―

 (3) その他 ― ― ―

小計 38 17 △21

合計 566 1,316 750

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

 その他有価証券 
  非上場株式

313



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

① 取引の内容及び利用目的等

当社グループは、通常の営業過程における輸出入取

引の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、先

物為替予約取引(主として包括予約)を行っておりま

す。

また、変動金利支払の借入金について、将来の金利

上昇リスクを緩和する目的で、金利スワップ取引を利

用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。

① 取引の内容及び利用目的等

同左

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

金利スワップ 借入金の利息

為替予約 外貨建金銭債権債務等

(2) ヘッジ方針

  当社グループの社内規定に基づき、ヘッジ対象

の範囲内で為替、金利変動リスクをヘッジしてお

ります。

(3) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相

場変動の累計とを比較して判断しております。

② 取引に関する取組方針

当社グループが利用する為替予約取引は、基本的に

外貨建売掛金及び成約高の範囲内で行うこととし、投

機的な取引は行わない方針であります。

また、当社グループが利用する金利スワップ取引

は、基本的に変動金利借入金の残高の範囲内で利用す

ることとしており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

② 取引に関する取組方針

同左

③ 取引に係るリスクの内容

当社グループが利用している通貨関連における先物

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有し

ており、金利関連における変動金利を固定金利に変換

した金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリス

クがあります。

これらの取引は、外貨建債権債務や負債の有するリ

スクを効果的に相殺しており、リスクは限定されてお

ります。

また、契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行で

あるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとん

どないと認識しております。

③ 取引に係るリスクの内容

同左

④ 取引に係るリスク管理体制

これらの実行および管理は財務部が行っておりま

す。なお、これらの取引は、社内規定に従って行われ

ております。

④ 取引に係るリスク管理体制

これらの実行および管理は経営管理部が行っており

ます。なお、これらの取引は、社内規定に従って行わ

れております。



２ 取引の時価等に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

 当グループの全デリバティブ取引については、ヘッジ

会計が適用されておりますので、注記すべき「デリバテ

ィブ取引」はありません。

同左



次へ 

(退職給付関係) 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

   当社、国内連結子会社および在外連結子会社の一

部は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を

設けております。

   また、当社および国内連結子会社３社は、従業員

退職金の一部について適格退職年金制度を設けてお

ります。ただし、当社は平成16年４月１日付で日立

金属㈱の永久磁石事業を承継したことに伴い、熊谷

製作所は確定拠出年金制度を設けております。

   なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に

準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされ

ない割増退職金を支払う場合があります。

(1) 採用している退職給付制度の概要

同左

 

(2) 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △15,914百万円

ロ 年金資産 12,564

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ) △3,350

ニ 未認識数理計算上の差異 25

ホ 過去勤務債務 55

ヘ 計 （ハ＋ニ＋ホ） △3,270

ト 前払年金費用 242

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △3,512

 (注) １ 臨時に支払う割増退職金は含めておりませ

ん。

    ２ 子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

(2) 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △18,310百万円

ロ 年金資産 15,331

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ) △2,979

ニ 未認識数理計算上の差異 1,229

ホ 過去勤務債務 55

ヘ 計 （ハ＋ニ＋ホ） △1,695

ト 前払年金費用 692

チ 退職給付引当金（ヘ－ト） △2,387

 (注) １ 臨時に支払う割増退職金は含めておりませ

ん。

    ２ 子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

(3) 退職給付費用に関する事項

  勤務費用 845百万円

  利息費用 365

  期待運用収益 △299

  未認識数理計算上の差異の
  償却額

178

  過去勤務債務償却額 4

  合計 1,093

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「勤務費用」に計上しております。
 

(3) 退職給付費用に関する事項

  勤務費用 765百万円

  利息費用 381

  期待運用収益 △317

 未認識数理計算上の差異の
 償却額

64

  数理計算想定外の 

 退職金支給額 

 （事業整理損失等）

2,059

  合計 2,952

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「勤務費用」に計上しております。

(4) 退職給付債務等の計算の基礎

  割引率 主として2.5％

  期待運用収益率 2.5％

  退職給付見込額の 
  期間配分方法

期間定額基準

  数理計算上の差異の処理年数 10年および14年

(4) 退職給付債務等の計算の基礎

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

   該当事項はありません。 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な内訳

流動の部
 繰延税金資産

賞与引当金 854百万円

繰越欠損金 212

未払事業税 124

外国税額控除 114

たな卸資産 215

その他 185

小計 1,704

評価性引当額 △133

繰延税金資産合計 1,571

 繰延税金負債

その他 10百万円

繰延税金負債合計 10

固定の部

 繰延税金資産

  有形固定資産 2,104百万円

  退職給付引当金 1,269

  事業整理損失 1,659

  貸倒引当金 155

  その他 220

  小計 5,407

  評価性引当額 △1,887

  繰延税金資産合計 3,520

  繰延税金負債と相殺 △1,639

  繰延税金資産の純額 1,881

 繰延税金負債

  特別償却準備金 43百万円

  有形固定資産 556

  国内子会社土地評価差額 291
  在外子会社の留保利益に 
  係る税効果

728

  その他有価証券評価差額金 409

  その他 127

  繰延税金負債合計 2,154

  繰延税金資産と相殺 △1,639

  繰延税金負債の純額 515

 

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な内訳

流動の部
繰延税金資産

賞与引当金 749百万円

繰越欠損金 347

外国税額控除 149

その他 94

小計 1,339

評価性引当額 △2

繰延税金資産合計 1,337

繰延税金負債と相殺 △10

繰延税金資産の純額 1,327

繰延税金負債

有形固定資産 78百万円

繰延税金負債合計 78

繰延税金資産と相殺 △10

繰延税金負債の純額 68

固定の部

繰延税金資産

 有形固定資産 332百万円

 貸倒引当金 722

 退職給付引当金 881

 繰越欠損金 475

 その他 758

 小計 3,168

 評価性引当額 △1,380

 繰延税金資産合計 1,788

 繰延税金負債と相殺 △1,419

 繰延税金資産の純額 369

繰延税金負債

 特別償却準備金 43百万円

 圧縮記帳積立金 331

 その他有価証券評価差額金 318

 国内子会社土地評価差額 291
 在外子会社の留保利益に

  係る税効果
766

 その他 92

 繰延税金負債合計 1,841

 繰延税金資産と相殺 △1,419

 繰延税金負債の純額 422

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の主な差異

法定実効税率 40.7％

(調整)

 連結調整勘定償却額 1.5％

 評価性引当額 14.7％

 その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.7％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の主な差異

法定実効税率 40.7％

(調整)

受取配当金等永久に益金に算入
 されない項目

△2.4％

評価性引当額 8.7％

のれん償却額 2.2％

たな卸資産 1.9％

子会社に係る適用税率の差異 1.7％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.9％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、マグネット、セラミックス、磁石応用製品および電子部品用の金属材料の製

造販売をしておりますが、それらは互いに関連があり、また、それらが使用される分野(市場)も

同一でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、マグネット、セラミックス、磁石応用製品および電子部品用の金属材料の製

造販売をしておりますが、それらは互いに関連があり、また、それらが使用される分野(市場)も

同一でありますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域は次の通りであります。 

 (1) アジア シンガポール、タイ、フィリピン、インドネシア、台湾、大韓民国、中国 

 (2) 北米  アメリカ合衆国 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

 
  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

１ 売上高および営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

87,786 20,868 3,568 112,222 － 112,222

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

15,561 17,244 120 32,925 （32,925） －

計 103,347 38,112 3,688 145,147 （32,925） 112,222

  営業費用 89,380 36,484 3,649 129,513 （29,857） 99,656

  営業利益 13,967 1,628 39 15,634 （3,068） 12,566

２ 資産 95,044 25,371 1,457 121,872 4,732 126,604

金額
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の
金額

3,023
提出会社の総務、経理部門等、一般
管理部門にかかる費用

消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額 11,352
提出会社の総務、経理部門等に係る
資産等および投資有価証券



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域は次の通りであります。 

 (1) アジア シンガポール、タイ、フィリピン、インドネシア、台湾、大韓民国、中国 

 (2) 北米  アメリカ合衆国 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

 
  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

１ 売上高および営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

92,149 20,834 3,355 116,338 － 116,338

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

14,231 15,977 109 30,317 （30,317） －

計 106,380 36,811 3,464 146,655 （30,317） 116,338

  営業費用 93,659 34,961 3,392 132,012 （27,576） 104,436

  営業利益 12,721 1,850 72 14,643 （2,741） 11,902

２ 資産 110,054 25,866 1,808 137,728 （3,678） 134,050

金額
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の
金額

3,010
提出会社の総務、経理部門等、一般
管理部門にかかる費用

消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額 6,414
提出会社の総務、経理部門等に係る
資産等および投資有価証券



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次の通りであります。 
 (1) アジア シンガポール、タイ、フィリピン、大韓民国、中国 
 (2) 北米  アメリカ合衆国、カナダ、メキシコ 
 (3) その他 ＥＵ諸国他 
３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は次の通りであります。 
 (1) アジア シンガポール、タイ、フィリピン、大韓民国、中国 
 (2) 北米  アメリカ合衆国、カナダ、メキシコ 
 (3) その他 ＥＵ諸国他 
３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

親会社および法人主要株主等 

 
(注) 上記取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件および取引条件の決定方針等 
  キャッシュ・プーリング制度による金銭消費貸借は、利率については市場金利を勘案して合理的に決定され
ております。 

  

(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
該当事項はありません。 

  

アジア 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 43,800 6,953 9,200 59,953

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － 112,222

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

39.0 6.2 8.2 53.4

アジア 北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 44,607 5,721 9,351 59,679

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － 116,338

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

38.4 4.9 8.0 51.3

属
性

会社名 
(住所)

資本金 
(百万円)

事業の
内容

議決権等の 
被所有割合 

(％)

関係内容

取引内容
取引 
金額

科目
期末
残高役員の

兼任等
事業上
の関係

親
会
社

日立金属㈱ 
(東京都港区)

26,284

高 級 金 属 製
品、電子・情
報部品、自動
車用高級鋳物
部品、設備・
建築部材の製
造および販売

(被所有) 
 直接 94.2

兼任
  ３名 
転籍  
 ２名

当社製品
の販売 
キャッシ
ュ・プー
リング制
度による
金銭消費
貸借

キャッシュ・プー
リング制度による
金銭消費貸借

4,148
短期 
借入金

4,148



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 前連結会計年度および当連結会計年度は潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては記載しておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益」の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 976円３銭 1,011円20銭

１株当たり当期純利益 59円73銭 41円96銭

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 81,422

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 78,872

差額の主な内訳(百万円) 
 少数株主持分 ―

2,550

普通株式の発行済株式数(千株) ― 78,652

普通株式の自己株数(千株) ― 653

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

― 77,998

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 4,755 3,281

普通株主に帰属しない金額(百万円) 65 ―

（うち利益処分による役員賞与金） 65 ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,690 3,281

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,516 78,199



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――――― （日立金属株式会社との合併）

当社は、平成19年１月15日開催の当社および日立金属

株式会社の取締役会においてそれぞれ承認可決された合

併契約書に基づき平成19年４月１日に日立金属株式会社

と合併し、資産、負債および権利義務一切を同社に引き

継ぎました。

―――――――――― (固定資産の譲渡)

 当社は、平成19年２月23日開催の定時取締役会におい

て、山崎製作所の土地の一部について売却する意思決定

を行いました。当該取引に基づく土地の引渡は、平成19

年５月11日に実施されました。

譲渡物件： 土地 23,558.04㎡

所 在 地： 大阪府三島郡島本町江川２丁目

譲 渡 先： 共同購入先４社（㈱長谷工コーポレ

ーション、㈱大京、近鉄不動産㈱、

住金興産㈱）

譲渡価額： 5,550百万円

帳簿価額： 1,731百万円



⑥ 【連結附属明細表】 
【社債明細表】 

  
該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 
  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 
  

 
  

(2)  【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 7,316 9,341 1.17 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,839 4,836 1.78 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

7,116 2,155 1.94
平成20年12月30日 

から 
平成21年11月20日

合計 18,271 16,332 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 2,086 69 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,965 1,498

 ２ 受取手形 953 818

 ３ 売掛金 ※１ 22,610 26,218

 ４ 製品 772 1,046

 ５ 半製品 2,130 2,701

 ６ 原材料 1,117 1,140

 ７ 貯蔵品 194 204

 ８ 前払費用 66 108

 ９ 繰延税金資産 770 976

 10 関係会社短期貸付金 3,933 2,551

 11 未収入金 ※１ 3,868 2,551

 12 関係会社預け金 518 ―

 13 その他 7 227

   貸倒引当金 △10 △10

   流動資産合計 40,893 37.3 40,028 37.5

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※２

  １ 建物 11,920 12,515

    減価償却累計額 △5,151 6,769 △5,331 7,184

  ２ 構築物 2,122 2,241

    減価償却累計額 △1,444 678 △1,505 736

  ３ 機械及び装置 31,784 31,977

    減価償却累計額 △25,860 5,924 △24,423 7,554

  ４ 車両及び運搬具 80 70

    減価償却累計額 △74 6 △60 10

  ５ 工具器具及び備品 2,158 1,628

    減価償却累計額 △1,926 232 △1,453 175

  ６ 土地 5,481 5,188

  ７ 建設仮勘定 637 705

   有形固定資産合計 19,727 18.0 21,552 20.2



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ 特許権 135 89

  ２ ソフトウェア 101 93

  ３ その他 6 4

   無形固定資産合計 242 0.2 186 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※２ 1,273 1,138

  ２ 関係会社株式 27,371 27,605

  ３ 従業員貸付金 10 12

  ４ 関係会社長期貸付金 17,266 16,475

  ５ 長期前払費用 6 36

  ６ 繰延税金資産 2,311 755

  ７ 長期未収入金 748 588

  ８ その他 190 109

    貸倒引当金 △393 △1,796

   投資その他の資産合計 48,782 44.5 44,922 42.1

   固定資産合計 68,751 62.7 66,660 62.5

   資産合計 109,644 100.0 106,688 100.0



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 44 ―

 ２ 買掛金 ※１ 9,931 11,459

 ３ 短期借入金 6,980 8,998

 ４ 一年内返済予定の 
   長期借入金

※２ 3,886 4,836

 ５ 未払金 786 770

 ６ 未払費用 139 624

 ７ 未払法人税等 1,102 102

 ８ 預り金 79 115

 ９ 賞与引当金 1,195 962

 10 役員賞与引当金 ― 40

 11 設備関係支払手形 1 ―

 12 設備関係未払金 1,105 791

 13 その他 67 614

   流動負債合計 25,315 23.1 29,311 27.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 6,991 2,155

 ２ 退職給付引当金 2,936 1,934

 ３ 役員退職慰労引当金 137 42

 ４ 環境安全対策引当金 187 187

 ５ その他 1 ―

   固定負債合計 10,252 9.3 4,318 4.0

   負債合計 35,567 32.4 33,629 31.5



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 27,698 25.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 39,449 ―

 ２ その他資本剰余金

   自己株式処分差益 0 ―

   資本剰余金合計 39,449 36.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 627 ―

 ２ 任意積立金

   固定資産圧縮記帳積立金 840 ―

 ３ 当期未処分利益 5,305 ―

   利益剰余金合計 6,772 6.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 379 0.3 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △221 △0.2 ― ―

   資本合計 74,077 67.6 ― ―

   負債及び資本合計 109,644 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 27,698

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 39,449

  (2) その他資本剰余金

    自己株式処分差益 ― 0

   資本剰余金合計 ― 39,449

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 627

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮記帳 
    積立金

― 483

    繰越利益剰余金 ― 5,855

   利益剰余金合計 ― 6,965

 ４ 自己株式 ― △1,349

   株主資本合計 ― ― 72,763 68.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 296

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― 0

   評価・換算差額等合計 ― ― 296 0.3

   純資産合計 ― ― 73,059 68.5

   負債及び純資産合計 ― ― 106,688 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 売上高 ※１ 78,695 78,695 100.0 78,297 78,297 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 827 772

 ２ 当期製品製造原価 21,513 25,456

 ３ 当期製品購入高 ※１ 41,859 39,638

    合計 64,199 65,866

 ４ 他勘定振替 ※２ 10 36

 ５ 製品期末たな卸高 772 1,046

 ６ 低価法によるたな卸資産 
   評価損

3 63,420 80.6 0 64,784 82.7

   売上総利益 15,275 19.4 13,513 17.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 製品発送費 1,218 834

 ２ 役員報酬 183 211

 ３ 従業員給与手当 1,479 1,516

 ４ 賞与 214 687

 ５ 賞与引当金繰入額 581 67

 ６ 退職給付費用 184 89

 ７ 福利厚生費 458 504

 ８ 旅費交通費 236 229

 ９ 減価償却費 141 122

 10 地代家賃 223 197

 11 特許関係費用 27 13

 12 研究開発費 ※３ 1,758 1,521

 13 その他 1,796 8,498 10.8 1,870 7,860 10.0

   営業利益 6,777 8.6 5,653 7.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 446 405

 ２ 受取配当金 525 626

 ３ 受取賃貸料 144 126

 ４ 為替差益 433 －

 ５ その他 468 2,016 2.6 148 1,305 1.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 266 224

 ２ その他 228 494 0.6 268 492 0.6

   経常利益 8,299 10.6 6,466 8.3



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 155

 ２ 関係会社清算益 ― 105

 ３ 固定資産売却益 ※４ 33 33 0.0 1 261 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 ― 1,518

 ２ 早期退職特別加算金 ― 1,251

 ３ 固定資産売廃却損 ※５ 1,477 646

 ４ 減損損失 ※６ ― 494

 ５ 関係会社株式評価損 ― 90

 ６ 環境安全対策費用 ※７ 187 ―

 ７ その他 ※８ ― 1,664 2.1 116 4,115 5.3

   税引前当期純利益 6,668 8.5 2,612 3.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,828 175

   過年度法人税等 ― 122

   法人税等調整額 825 2,653 3.4 1,407 1,704 2.2

   当期純利益 4,015 5.1 908 1.2

   前期繰越利益 1,565 ―

   中間配当額 275 ―

   当期未処分利益 5,305 ―



製造原価明細書 

  

 
(注) １ 他勘定振替高は、準備品への振替高等であります。 

２ 原価計算方法 

  標準原価計算制度による工程別、組別総合原価計算を実施しており、期末において原価差額を調整して実際

原価に修正しております。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 5,859 27.0 9,690 37.0

Ⅱ 労務費 6,126 28.2 6,069 23.2

Ⅲ 経費 9,746 44.8 10,409 39.8

  (うち、外注加工費) (3,455) (15.9) (3,783) (14.5)

  (うち、減価償却費) (1,501) (6.9) (1,865) (7.1)

  当期製造費用 21,731 100.0 26,168 100.0

  半製品期首たな卸高 2,234 2,130

  他勘定振替高 △322 △141

  半製品期末たな卸高 2,130 2,701

  当期製品製造原価 21,513 25,456



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 5,305

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 圧縮記帳積立金取崩額 43 43

      合計 5,348

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 275

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役賞与金)

50
(9)

 ３ 圧縮記帳積立額 15 340

Ⅳ 次期繰越利益 5,008



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

   

   

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 27,698 39,449 0 39,449

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩

 剰余金の配当

 役員賞与

 当期純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 27,698 39,449 0 39,449

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産圧縮
記帳積立金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 627 840 5,305 6,772 △ 221 73,698

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 15 △15 ― ―

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 △372 372 ― ―

 剰余金の配当 △665 △665 △665

 役員賞与 △50 △50 △50

 当期純利益 908 908 908

 自己株式の取得 △1,128 △1,128

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) △357 550 193 △1,128 △935

平成19年３月31日残高(百万円) 627 483 5,855 6,965 △1,349 72,763

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 379 ― 379 74,077

事業年度中の変動額

 固定資産圧縮記帳積立金の積立 ―

 固定資産圧縮記帳積立金の取崩 ―

 剰余金の配当 △665

 役員賞与 △50

 当期純利益 908

 自己株式の取得 △1,128

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△83 0 △83 △83

事業年度中の変動額合計(百万円) △83 0 △83 △1,018

平成19年３月31日残高(百万円) 296 0 296 73,059



重要な会計方針 

  

摘要
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社及び関連会社株式

    …移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

    …時価法

      (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

 時価のないもの

    …移動平均法による原価法

子会社及び関連会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

    …時価法

      (評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 総平均法による低価法 同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

 建物(建物附属設備を除く)は下記

以外は定額法。

その他は定率法。

当社熊谷製作所は、平成10年３

月31日以前に取得した建物につい

ては、定率法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物        31年

  機械及び装置  10～12年

(1) 有形固定資産

 建物(建物附属設備を除く)は下記

以外は定額法。

その他は定率法。

当社熊谷製作所は、平成10年３

月31日以前に取得した建物につい

ては、定率法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物        31年

  機械及び装置  ９～12年

(2) 無形固定資産 

  定額法

(2) 無形固定資産

同左

４ 外貨建資産負債の本邦通

貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員等に支給する賞与にあてる

ため、当期に負担すべき支給見込額

を計上することとしております。

(2) 賞与引当金

同左



 
  

摘要
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込

額および年金資産に基づき、当期末

において発生していると認められる

額を計上しております。

  数理計算上の差異については、10

年および14年による定額法による按

分額を翌事業年度より費用処理して

おります。過去勤務債務は、14年に

よる定額法で費用処理しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同左

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

て、当社所定の「役員退職慰労金規

定」に基づく当期末要支給額を計上

しております。

(4)役員退職慰労引当金

同左

(5)環境安全対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置

法」に基づくＰＣＢ廃棄物処理費用

の支出に備えるため、当期末におい

て合理的に見積もることができる額

を計上しております。

(5)環境安全対策引当金

同左

(6)           ――― (6)役員賞与引当金

  (会計方針の変更)

当事業年度より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。

これにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は40百万円減少

しております。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法  原則として繰延ヘッジ処理を適用し

ております。なお、為替予約等につい

て振当処理の要件を満たしている場合

には振当処理を適用しております。

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

73,059百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

――― (自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正)

 当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号）を適用しており

ます。

 これによる損益に与える影響はありません。

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

―――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 関係会社に対する資産・負債 
    (区分掲記されたものは除く)

 売掛金 8,305百万円

 未収入金 3,483

 買掛金 4,669

※１ 関係会社に対する資産・負債
    (区分掲記されたものは除く)

 売掛金 9,345百万円

 未収入金 1,846

 買掛金 4,612

 短期借入金 4,148

※２ 担保に供している資産

・担保に供している 
 土地、建物

1,698百万円

 担保資産に対応する１年内
 返済の長期借入金

86百万円

 同上に対する長期借入金 241百万円

※２         ―――

※３ 授権株数は普通株式118,854,000株で、発行済株

数は普通株式78,651,525株であります。

   ただし、株式の消却が行われた場合には、会社が

発行する株式について、これに相当する株式数を減

ずることとなっております。

※３         ―――

※４ 自己株式の保有数

普通株式 146,825株

※４         ―――

 

 

 ５ 偶発債務

   下記の従業員の住宅ローン借入金に対し、債務保

証を行っております。

 従業員 979百万円

   下記の子会社は、買掛債務に対して一括信託を行

っており、その買掛債務について債務保証を行って

おります。

㈱NEOMAXマテリアル 407百万円

 下記の子会社の借入金に対して債務保証を行って

おります。

 香港住秀科技㈲ 24百万円

(1,587千香港ドル)

 

 

 ５ 偶発債務

   下記の従業員の住宅ローン借入金に対し、債務保

証を行っております。

 従業員 850百万円

   下記の子会社は、買掛債務に対して一括信託を行

っており、その買掛債務について債務保証を行って

おります。

㈱NEOMAXマテリアル 778百万円

―――

 

 ６ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が379百万

円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

 ６         ―――

   

   



(損益計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   市場買付けによる増加400千株 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 関係会社との取引高

   (区分掲記されたものは除く)

売上高 22,853百万円

当期製品購入高 41,859

受取利息 423

土地売却損 1,419

※１ 関係会社との取引高

   (区分掲記されたものは除く)

売上高 22,368百万円

当期製品購入高 39,638

受取利息 383

※２ 他勘定振替高は、不動在庫、生産中止による不要

在庫の滅却等による振替であります。

※２         同左

※３ 研究開発費の総額は、1,758百万円であります。 ※３ 研究開発費の総額は、1,521百万円であります。

※４ 固定資産売却益は、山崎製作所の土地売却による

ものであります。

※４ 固定資産売却益は、主に山崎製作所の構築物売却

等によるものであります。

※５ 固定資産売却損は、主に子会社NEOMAX機工㈱への

土地売却によるものであります。

※５ 固定資産売廃却損は、主に山崎製作所の機械装置

廃却によるものであります。

※６         ―――

 

※６ 当社は閉鎖を決定した以下の事業所および保養施

設の遊休資産について、帳簿価額を正味売却価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。

場所 種類
減損損失
(百万円)

茨城県神栖市 土地 413

長野県大町市 土地、建物等 81

合計 494

   なお、当該資産は取引事例価額を参考にした正味

売却価額等により評価しております。

※７ 環境安全対策費用は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄

物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に基づ

くＰＣＢ廃棄物処理費用の支出に備えるため、当期

末において合理的に見積もることができる額を引当

計上したものであります。

※７         ―――

※８         ――― ※８ その他の主な内訳は、大町事業所における土地浄

化費用116百万円等であります。

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 146 507 0 653



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

  
機械及び
装置 

(百万円)

工具 
器具及び
備品 

(百万円)

  
  

その他 
(百万円)

 
  

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

4,098 412 21 4,531

減価償却 
累計額 
相当額

2,232 246 17 2,495

期末残高 
相当額

1,866 166 4 2,036

  取得価額相当額は、支払利子抜き法により算定して

おります。

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

機械及び
装置 

(百万円)

工具
器具及び
備品 

(百万円)

  
  

その他 
(百万円)

  
  

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

3,943 465 － 4,408

減価償却
累計額 
相当額

2,930 264 － 3,194

期末残高
相当額

1,013 201 － 1,214

  取得価額相当額は、支払利子抜き法により算定して

おります。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 978百万円

１年超 1,174

合計 2,152

  未経過リース料期末残高相当額は、支払利子抜き法

により算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 866百万円

１年超 277

合計 1,143

  未経過リース料期末残高相当額は、支払利子抜き法

により算定しております。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 1,027百万円

減価償却費相当額
支払利息相当額

936
88

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 991百万円

減価償却費相当額
支払利息相当額

922
57

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

同左



(税効果会計関係) 

  

 
  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

 

１ 繰延税金資産の主な内訳

 (1) 流動の部

 繰延税金資産

賞与引当金 486百万円

未払金 75百万円

外国税額控除 115百万円

その他 94百万円

繰延税金資産合計 770百万円

 (2) 固定の部

 繰延税金資産

  子会社株式評価損 1,623百万円

  退職給付引当金 1,209百万円

  貸倒引当金超過額 153百万円

  事業整理損失 138百万円

役員退職慰労引当金 56百万円

  環境安全対策引当金 76百万円

  その他 159百万円

  （小計） 3,414百万円

  評価性引当額 △201百万円

 繰延税金資産合計 3,213百万円

 繰延税金負債

  投資有価証券 260百万円

  子会社株式 85百万円

  有形固定資産 557百万円

  繰延税金負債合計 902百万円

  繰延税金資産の純額 2,311百万円

 

 

１ 繰延税金資産の主な内訳

 (1) 流動の部

繰延税金資産

賞与引当金 391百万円

未払金 49百万円

外国税額控除 149百万円

繰越欠損金 347百万円

その他 40百万円

繰延税金資産合計 976百万円

 (2) 固定の部

繰延税金資産

 退職給付引当金 787百万円

 貸倒引当金超過額 723百万円

 子会社株式評価損 237百万円

 事業整理損失 99百万円

 環境安全対策引当金 76百万円

 役員退職慰労引当金 17百万円

 その他 281百万円

 （小計） 2,220百万円

 評価性引当額 △845百万円

繰延税金資産合計 1,375百万円

繰延税金負債

 投資有価証券 204百万円

 子会社株式 85百万円

 有形固定資産 331百万円

 繰延税金負債合計 620百万円

 繰延税金資産の純額 755百万円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

 交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.2％

 受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△1.7％

 税額控除 △4.3％

 評価性引当額 3.0％

 その他 1.9％

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率

39.8％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.7％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△6.8％

外国税額控除 4.3％

評価性引当額 24.7％

過年度法人税等 1.8％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

65.2％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 前事業年度および当事業年度は潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記

載しておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益」の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 (1) １株当たり純資産額 

  

 
  

 (2) １株当たり当期純利益 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 942円96銭 936円68銭

１株当たり当期純利益 50円50銭 11円61銭

前事業年度末
(平成18年３月31日)

当事業年度末 
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) ― 73,059

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 73,059

差額の主な内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 78,652

普通株式の自己株数(千株) ― 653

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

― 77,998

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 4,015 908

普通株主に帰属しない金額(百万円) 50 ―

（うち利益処分による役員賞与金） 50 ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,965 908

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,516 78,199



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――――― （日立金属株式会社との合併）

当社は、平成19年１月15日開催の当社および日立金属

株式会社の取締役会においてそれぞれ承認可決された合

併契約書に基づき平成19年４月１日に日立金属株式会社

と合併し、資産、負債および権利義務一切を同社に引き

継ぎました。

―――――――――― (固定資産の譲渡)

 当社は、平成19年２月23日開催の定時取締役会におい

て、山崎製作所の土地の一部について売却する意思決定

を行いました。当該取引に基づく土地の引渡は、平成19

年５月11日に実施されました。

譲渡物件： 土地 23,558.04㎡

所 在 地： 大阪府三島郡島本町江川２丁目

譲 渡 先： 共同購入先４社（㈱長谷工コーポレ

ーション、㈱大京、近鉄不動産㈱、

住金興産㈱）

譲渡価額： 5,550百万円

帳簿価額： 1,731百万円



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
  

【有形固定資産等明細表】 

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

連結子会社㈱NEOMAXフェライトからの資産購入に伴い建物392百万円（取得価額）、構築物130百万円

（取得価額）、機械装置982百万円（取得価額）、土地178百万円が増加いたしました。また、熊谷製作所

におけるネオマックス磁石、フェライト磁石増産のための設備投資等に伴い機械装置1,780百万円（取得価

額）、大町事業所におけるネオマックス磁石増産のための設備投資等に伴い機械装置556百万円（取得価

額）が増加いたしました。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

山崎製作所における設備の売廃却に伴い機械装置2,438百万円（取得価額）、また熊谷製作所の設備の廃

却に伴い機械装置1,199百万円（取得価額）、和歌山事業所の設備廃却に伴い工具器具及び備品286百万円

（取得価額）が減少いたしました。 

なお、「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

３ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」および「当期減少

額」の記載を省略しております。 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（百万円）

投資有価
証券

その他有価
証券

㈱三井住友フィナンシャルグループ 230 247

その他（21銘柄） 6,324,753 891

小計 6,324,983 1,138

計 6,324,983 1,138

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 11,920 796
201

12,515 5,331 335 7,184
(23)

 構築物 2,122 159 40 2,241 1,505 87 736

 機械及び装置 31,784 3,845 3,652 31,977 24,423 1,604 7,554

 車両及び運搬具 80 7 17 70 60 3 10

 工具器具及び備品 2,158 34 564 1,628 1,453 55 175

 土地 5,481 177
470

5,188 － － 5,188
(469)

 建設仮勘定 637 5,150 5,082 705 － － 705

有形固定資産計 54,182 10,168
10,026

54,324 32,772 2,084 21,552
(492)

無形固定資産

 特許権 － － － 252 163 45 89

 ソフトウェア － － － 239 146 40 93

 その他 － － － 6 2 0 4

無形固定資産計 － － － 497 311 85 186

長期前払費用 － － － 42 6 3 36

繰延資産

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額および債権評価見直しによる戻入額でありま  

     す。 

２ 役員退職慰労引当金の当期減少額（その他）は、当該引当金と支給額の差額であり、営業外収益のその他

に計上しております。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 403 1,558 － 155 1,806

賞与引当金 1,195 962 1,195 － 962

役員退職慰労引当金 137 20 102 13 42

環境安全対策引当金 187 － － － 187

役員賞与引当金 － 40 － － 40



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

預金の種類

当座預金 1,489

普通預金 8

計 1,497

現金 1

合計 1,498

相手先 金額(百万円)

名古屋電気㈱ 544

㈱兼蔵 160

オークマ㈱ 57

㈱アドマップ 12

その他 45

計 818

期日別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月
平成19年８月 

以降
計

金額(百万円) 213 234 131 238 2 818



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)滞留及び回収の状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ たな卸資産 

(イ)製品及び半製品 

  

 
  

(ロ)原材料及び貯蔵品 

 
  

相手先 金額(百万円)

NEOMAX商事㈱ 7,531

三菱電機㈱ 2,691

住友商事㈱ 2,213

アスモ㈱ 1,513

日本特殊金属㈱ 1,112

その他 11,158

計 26,218

期首残高 
  

(Ａ) 
(百万円)

当期発生高 
  

(Ｂ) 
(百万円)

当期回収高
  

(Ｃ) 
(百万円)

当期末残高
  

(Ｄ) 
(百万円)

 

回収率(回)

(Ｂ)×２
(Ａ)＋(Ｄ)

滞留期間(ヶ月)
 

(Ｄ)

(Ｂ)×
１
12

22,610 80,869 77,261 26,218 3.3 3.9

区分 製品(百万円) 半製品(百万円)

マグネット 1,004 2,383

セラミックス 42 318

計 1,046 2,701

区分 原材料(百万円) 貯蔵品(百万円)

マグネット用 1,115 ―

セラミックス用 25 ―

共通 ― 204

計 1,140 204



⑤ 関係会社短期貸付金 
  

 
  

⑥ 関係会社株式 
  

 
  

⑦ 関係会社長期貸付金 
  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱NEOMAXマテリアル 1,259

㈱NEOMAX近畿 572

㈱NEOMAX鹿児島 288

P.T.NX Indonesia 241

㈱NEOMAXフェライト 191

計 2,551

相手先 金額(百万円)

㈱NEOMAXマテリアル 10,663

San Technology,Inc. 5,297

Pacific Metals Co., Ltd 3,103

台全金属（股） 1,861

NEOMAX (Thailand) Co., Ltd. 1,658

その他 5,023

計 27,605

相手先 金額(百万円)

㈱NEOMAXマテリアル 9,266

㈱NEOMAX近畿 2,609

P.T.NX Indonesia 1,684

㈱NEOMAXフェライト 1,327

㈱NEOMAX鹿児島 889

㈱NEOMAXバリオ 700

計 16,475



⑧ 買掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

⑨ 短期借入金 

  

 
  

⑩ 長期借入金 

  

 
  

⑪ 一年以内返済予定の長期借入金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱三徳 2,492

㈱NEOMAX近畿 1,564

NEOMAX商事㈱ 1,008

San Technology,Inc. 829

昭和電工㈱ 745

その他 4,821

計 11,459

相手先 金額(百万円)

日立金属㈱ 4,148

住友信託銀行㈱ 3,580

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 680

㈱みずほコーポレート銀行 590

計 8,998

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 2,000

日本政策投資銀行 155

計 2,155

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 2,725

住友信託銀行㈱ 975

㈱あおぞら銀行 175

㈱静岡銀行 175

その他 786

計 4,836



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）日立金属㈱との合併にともない、平成19年４月１日より変更となっております。変更内容につきま

しては、合併存続会社（日立金属株式会社）の有価証券報告書に記載のとおりであります。 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券、500,000株券及び100株券
未満の株式の数を表示する株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号（新丸ビル７階） 東京証券代行株式会社本店

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 東京証券代行株式会社

  取次所
東京証券代行株式会社大阪営業所および全国各取次所
みずほインベスターズ証券株式会社本店全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 実費相当額

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号（新丸ビル７階） 東京証券代行株式会社本店

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 東京証券代行株式会社

  取次所
東京証券代行株式会社大阪営業所および全国各取次所 
みずほインベスターズ証券株式会社本店全国各支店

  買取手数料
１単元の株式数の売買を市場で行なったときに徴収される売買委託手数料相当額を買
取株式数で按分した額

公告掲載方法 当社のホームページに掲載する。http://www.neomax.co.jp

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1)  
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第56期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出

(2) 
 

半期報告書 
 

事業年度
(第57期中)

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成18年12月20日 
関東財務局長に提出

(3) 
 

訂正発行登録書 
 

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出

(4) 
  
 

臨時報告書 
  
 

企業内容等の開示に関する内閣府
令第19条第２項第３号（特定子会
社の異動）に基づくもの。

平成18年７月25日 
関東財務局長に提出 
 

(5) 
 

訂正発行登録書 
 

平成18年８月６日 
関東財務局長に提出

(6) 
 

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 
 

自 平成17年６月30日
至 平成18年６月30日

平成18年７月12日 
関東財務局長に提出

報告期間 
 

自 平成17年７月１日
至 平成18年７月31日

平成18年８月３日 
関東財務局長に提出

報告期間 
 

自 平成17年８月１日
至 平成18年８月７日

平成18年９月25日 
関東財務局長に提出

(7) 
  
  
 

意見表明報告書 
  
  
 

発行者以外の者による株券等の公
開買付けの開示に関する内閣府令
第25条（対象会社等の意見表明）
に基づくもの。

平成18年11月７日 
関東財務局長に提出 
  
 

(8) 
  
 

臨時報告書 
  
 

企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第７号の３（提出会社
の合併）に基づくもの。

平成19年１月15日
関東財務局長に提出 
 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 
  
 

株式会社ＮＥＯＭＡＸ 

   
   

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＮＥＯＭＡＸの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ＮＥＯＭＡＸ及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成18年６月29日

取締役会 御中

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  文  康  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  野   譲    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  竹  野  俊  成  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  
 

日立金属株式会社 

   
   

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＮＥＯＭＡＸの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ＮＥＯＭＡＸ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年4月1日に日立金属株式会社と合併し、資産、負債

および権利義務一切を同社に引き継いだ。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成19年６月21日

代表執行役
持田 農夫男殿

執行役社長

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  文  康  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  竹  野  俊  成  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
    

株式会社ＮＥＯＭＡＸ 

    

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＮＥＯＭＡＸの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第56期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＮＥＯＭＡＸの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成18年６月29日

取締役会 御中

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  文  康  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  野   譲    ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  竹  野  俊  成  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
    

日立金属株式会社 

   
   

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＮＥＯＭＡＸの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＮＥＯＭＡＸの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年4月1日に日立金属株式会社と合併し、資産、負債

および権利義務一切を同社に引き継いだ。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成19年６月21日

代表執行役
持田 農夫男殿

執行役社長

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  中  文  康  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  竹  野  俊  成  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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